
原子力政策に関する今後の検討事項について

令和４年９月22日

資源エネルギー庁

資料４



１．再稼働への関係者の総力の結集
①立地地域との共生
②国民各層とのコミュニケーションの深化
③自主的安全性向上の取組等

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化
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立地自治体の課題（国への要望内容をもとに分析）

※立地地域 （首長や事務方含む） から経産省・エネ庁に対して提出された要望書をもとに、エネ庁作成。

原子力発電所の現状

審査中 許可済み 再稼働済み

地域振興の取組

原子力の必要性等の国民への説明審査の効率化

使用済燃料対策、放射性廃棄物の処分

避難道路、原子力防災対策の充実

交付金の拡充、充実

廃炉、高経年化炉対策

発電所の安全対策早期稼働に向けた
電力会社への働きかけ

101～

61～100

31～60

～31

再エネ、水素等導入支援

原子力政策の明確化、推進

⚫ 2019年から2021年までに、立地地域から寄せられた延べ86通の要望書※をもとに分析。

⚫ 稼働の状況にかかわらず、｢再エネ導入含めた地域振興の取組への支援｣、｢避難道路など
原子力防災対策の充実｣、｢原子力政策の明確化・推進｣、に関する要望が多い。

⚫ また、許可前は、審査の効率化に関する要望、許可後は、｢使用済燃料等のバックエンド対
策｣、｢原子力の国民理解の促進｣、に関する要望が多い。

第28回原子力小委員会
（令和4年6月30日）資料3
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◎商品開発・改善アド
バイス
◎ブランディングアド
バイス
◎デザイン制作アドバ
イス
◎販路開拓支援

①産品開発・販路系支援

◎観光資源調査
◎観光コンテンツ開発アド
バイス
◎モニターツアー開催支援
◎インバウンド誘客アドバ
イス

②観光振興支援

◎ふるさと納税寄付額向上
支援
◎道の駅など収益施設の経
営改善支援
◎新たな施設等の立ち上げ
支援
◎地域商社・DMO（観光地
域づくり法人）の立ち上
げ支援

③地域収益事業支援

◎スマートシティ化に向けた伴
走支援
◎企業誘致支援
◎地域DX、スタートアップ支援
◎商工観光分野に限らない社会
的課題
（教育・医療・福祉等）に対
する支援

④まちづくり支援

多くの自治体が取り組む汎用的テーマ
地域の面的な稼ぐ力の
向上に関わるテーマ

自治体の根本的な課題に
関わるテーマ

地域課題テーマの広さ
関係者の巻き込み

狭い（部分的） 広い（全体的／社会的）

⚫ 地域資源を活用した産品開発や販路開拓等に関する取組が多いが、道の駅や地域商社
の立ち上げなどの地域の面的な稼ぐ力向上に関する取組や、スマートシティなどのまちづくり
や、地域の社会的課題解決に関する取組も見られる。

地域振興・地域課題解決に関する取組の広域化、高度化
第28回原子力小委員会

（令和4年6月30日）資料3



●委員構成（計15名）

・福井県知事
・立地自治体首長
（敦賀市長、美浜町長、おおい町長、高浜町長）

・内閣官房内閣審議官
・資源エネルギー庁長官
・近畿経済産業局長
・文部科学省研究開発局長
・電力事業者（関西電力、北陸電力、日本原子力発電）
・有識者（地元経済団体、学識経験者、コンサルタント）

●「共創会議」を通じた立地地域支援

⚫ 40年超運転等が立地地域に与える影響等を踏まえ、昨年６月に「福井県・原子力発電所の
立地地域の将来像に関する共創会議」を創設。

⚫ 原子力研究、廃炉支援など原子力関連に加え、産業の複線化・新産業創出など、立地自治
体、国、事業者が一緒になって、立地地域の将来像等を本年6月にとりまとめ。

➢ 立地自治体、国、電力事業者等が一緒になり、地域を巡る環境変化、地域の特性や強み等に関する認識を
共有しつつ、地域の将来像、その実現に向けた基本方針や具体的な取組の工程表等について議論。

➢ 昨年６月の創設以降、ワーキンググループを含め、９回議論し、６月３日（４回目）に、地域の将来像・取
組の基本方針・工程表を取りまとめ。

➢ 今後は、継続的に取組状況のフォローアップ、取組の更なる深化・充実、新たなアイデア・知見を踏まえた取組の
追加・見直しを図っていく、実行フェーズに移行。

第１回の様子 2021/6/23＠福井県敦賀市

地域振興に関する取組支援（国・電力事業者・自治体の共創）
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PAZ
Precautionary Action Zone

概ね5km圏内

UPZ
Urgent Protective action planning Zone

概ね30~5km圏内

①PAZは放射性物質の
放出前に予防的に避難

（あらかじめ避難先の施設を特定）

③UPZは屋内退避

UPZで一定の線量を計測した
場合は、その区域を特定し、

④順次避難

あらかじめ避難先の
施設を特定

避難により健康リスクが高ま
るPAZ内の要配慮者は、

②防護施設に退避

500μSv/h
→ 数時間内に区域を特定、避難等を実施。

（移動が困難な者の一時屋内退避を含む）

20μSv/h
→ １日内を目途に区域を特定、

地域生産物の摂取を制限、
１週間程度内に一時移転を実施。
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⚫ 福島第一原発事故以前は、住民避難などの防災対策を検討する範囲は原子力発電所から概ね
10Km圏内だったが、その後、概ね30Km圏内に拡大するとともに、原子力施設からの距離に応じて、
即時避難や屋内退避等の避難の考え方を整理。（原子力規制委員会による原子力災害対策指針の策定）

原子力災害における避難計画策定の範囲 第28回原子力小委員会
（令和4年6月30日）資料3



令和４年９月現在
（人口は令和3年10月現在）

泊地域
0.3万人、7.1万人

東通地域
0.3万人、6.5万人

女川地域
0.1万人、19.8万人

浜岡地域
4.4万人、78.1万人

志賀地域
0.4万人、14.9万人

川内地域
0.4万人、19.8万人

福島地域

○○地域
PAZ人口、UPZ人口

・・・「緊急時対応」が取りまとめられた地域

赤字・・・地域原子力防災協議会の開催年月
（青字）・・・原子力防災会議の開催年月

平成28年9月
（平成28年10月）
平成29年12月改定
令和2年12月改定

平成27年12月
（平成27年12月）
平成29年10月改定
令和2年7月改定

伊方地域
0.5万人、10.8万人

高浜地域
0.8万人,16.0万人

大飯地域
0.1万人,15.4万人

敦賀地域
0.03万人,32.0万人

美浜地域
0.1万人,27.8万人

福井エリア

平成29年10月
（平成29年10月）
令和2年7月改定

平成26年9月（平成26年9月）
平成30年3月改定
令和3年7月改定

平成28年11月（平成28年12月）
平成31年1月改定
令和3年7月改定 平成27年8月（平成27年10月）

平成28年7月改定
平成31年2月改定
令和2年12月改定

令和2年3月
令和2年6月改定
（令和2年6月）

令和3年1月
（令和3年1月）

東海第二地域
6.5万人、87.5万人

柏崎刈羽地域
2.0万人、41.7万人

玄海地域
0.7万人、24.2万人
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島根地域
1.0万人、44.8万人

令和3年7月
（令和3年9月）

※内閣府HP掲載資料他から抜粋

原子力災害における避難計画（緊急時対応）のとりまとめ状況

⚫ 規制委員会の許可前の地域や対象人口が多い地域は緊急時対応含め避難計画策定中が多い。

⚫ 対象人口が約46万人の地域まで、緊急時対応は策定が進捗。

第28回原子力小委員会
（令和4年6月30日）資料3
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原子力小委員会 中間論点整理

立地地域との共生

・ 半世紀にわたって安定供給を支えてきた立地地域は、産業やまちづくり・くらしの各面で、様々な
課題に直面している。特に、国・事業者による原子力政策・事業運営の将来見通しが不明確で
ある状況が続く中で、地域の経済・社会の将来像も描くことが難しくなっているのではないか。

→国・事業者には、対象それぞれのニーズに応じ、地域の課題に寄り添った能動的・積極的な支援・
貢献が求められているのではないか。

①地域の課題に寄り添った能動的・積極的な支援・貢献

ー各地域の課題に応じた地域振興、主体的な将来像策定・実現への参画・サポート

➢ 再エネ活用などエネルギー構造の多様化、産業の複線化・ビジネス組成、先進的なまちづくり等
に対する支援・貢献の深化

ー地域社会を支える自治体職員等との連携・最新知見の効果的な共有

➢ 政策・技術、安全規制、原子力防災等に係る基礎情報～最新知見の共有の仕組み

ー官民の関係組織と連携した防災対策の見直しと不断の改善

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

をもとに再構成



（第28回原子力小委員会）

⚫ 地域振興に関する取組について、立地地域間でベストプラクティスの共有や情報の共有できるようにすべき。

⚫ 国として原子力を導入する方針を定め、原子力を推進してきたことで、資源のない日本における安定的な電力
供給を確立してきたことをしっかりと振り返り、地元の方々と消費地の需要家をつなげるような取組を強化すべき。

⚫ 立地地域ごとに異なる地域経済の課題により、要望は異なる。こうした受容性を計量する手法を整備し、改善
につなげるべき。

⚫ 国が主体となり地元、事業者と共に共創会議という枠組みができたことは意義深い。原子力産業を発展させつつ、
産業の複線化も同時に進めるという方針が示された。

⚫ 地域の不安解消には政府が原子力の継続的利用に関する確固たる決意、姿勢を示すべき。

⚫ 単なる地場産業への支援ではなく、持続可能性を考えた新しい世代の呼び込むなど新たな仕掛けを作ることが
重要。

⚫ 立地地域の振興策として再エネ導入が進んでいることについて、脱炭素モデル地域の成功事例としてもっと知られ
ていくようになると良い。

⚫ 原子力防災、避難計画を評価できるような人材・機能を自治体の中で育てることが重要。
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原子力小委員会におけるこれまでの議論概要（立地地域との共生）

①立地地域との共生

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

（見出し修正）
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今後検討すべき対応の方向性（立地地域との共生）

➢ 立地地域の実情やニーズに応じた課題解決に向け、国及び事業者は、より積極的に

取り組んでいく必要があるのではないか。

• 丁寧なコミュニケーションを通じた、各地域の実情やニーズ、課題のきめ細かな把握

• 地域の実情やニーズ、課題に応じた支援策の結集・高度化

• 産業の複線化や新産業・雇用の創出も含め、立地地域の将来像を共に描く

取組といったベストプラクティスの横展開

⚫ 立地地域との共生



１．再稼働への関係者の総力の結集
①立地地域との共生
②国民各層とのコミュニケーションの深化
③自主的安全性向上の取組等

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化
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⚫ 今後日本は、原子力発電をどのように利用していけばよいと思いますか。
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2015

2014

■
原子力発電を
増やしていくべきだ（増加）

■
東日本大震災以前の原子力発電の
状況を維持していくべきだ（維持）

■
原子力発電をしばらく利用するが、
徐々に廃止していくべきだ（徐々に廃止）

■
原子力発電は即時、
廃止すべきだ（即時廃止）

■
その他、わからない、
あてはまるものはない

1.4
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17.1
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46.7
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経年変化 年代別（2021年度調査）

※日本原子力文化財団 「2021年度 原子力に関する世論調査」をもとに作成

原子力に関する世論調査の経年変化と年代別傾向（日本原子力文化財団）

若年層
24歳以下
(N=152)

青年層
25~44歳
(N=349)

壮年層
45~64歳
(N=419)

高齢層
65~74歳
(N=215)

原子力文化財団の世論調査について
・対象者は全国の15~79歳男女個人
・1,200人・住宅地図データベースから世帯を抽出し個人を割当
・200地点を地域・市郡規模別の各層に比例配分
・オムニバス調査・訪問留置調査
・2006年度から継続的に調査。2021年の調査で15回目

⚫ 近年、「即時廃止」は減少。「増加」や「維持」は大きな変化はない。

⚫ 若年層ほど「増加」や「維持」が多く、高齢層ほど「徐々に廃止」や「即時廃止」が多い。

11

第28回原子力小委員会
（令和4年6月30日）資料3



12

原子力発電やエネルギーに関する関心（原子力文化財団世論調査）

⚫ 原子力やエネルギー、放射線の分野において、あなたが関心のあることはどれですか。（複数回答可）

※日本原子力文化財団 「2021年度 原子力に関する世論調査」をもとに作成
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⚫ 地球温暖化に関する関心が特に高く、ついで、日本のエネルギー事情や原子力の安全性・
リスク、高レベル放射性廃棄物の処分、電気料金に関心が高い。

（％）

第28回原子力小委員会
（令和4年6月30日）資料3
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⚫ 原子力やエネルギー、放射線に関する情報を何によって得ていて、信用できる情報はどれか。（複数回答可）

※日本原子力文化財団 「2021年度 原子力に関する世論調査」をもとに作成

（％）

原子力関係の情報源（原子力文化財団世論調査）

⚫ 原子力やエネルギーに関する情報は、テレビ、新聞、インターネットから得ている者が多い。

⚫ 加えて、若年層は学校・SNS、青年層はSNS、壮年層・高齢層は国・自治体・事業者の
HP、自治体・事業者の広報誌を、他の年齢層より閲覧している傾向。

⚫ 信用できる情報源は、特にない／わからない、が一番多く、ついで、テレビ、新聞が多い。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

特にない／わからない

講演会・説明会・ｾﾐﾅｰ等

博物館・展示館PR施設

事業者の広報紙

原子力事業者等のHP

ツイッター

国、自治体のHP

本・パンフレット

学校

自治体の広報紙

家族、友人、知人との会話

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ

検索ｻｲﾄ上のﾆｭｰｽ

テレビ（情報番組）

新聞

テレビ（ニュース）

情報を何で得ているか（メディア） 信用できる情報が得られる情報源（メディア）

第28回原子力小委員会
（令和4年6月30日）資料3
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原子力関係の情報提供者と信頼度（原子力文化財団世論調査）

⚫ 原子力やエネルギー、放射線に関する情報についての情報提供者と信頼度（複数回答可）※上位結果を抜粋

※日本原子力文化財団 「2021年度 原子力に関する世論調査」をもとに作成

（％）

⚫ 原子力関係情報を、専門家、評論家、政府関係者、アナウンサー、原子力関係者から得て
いる者が多い。

⚫ 専門家の情報を一番信頼しているが、その他の情報提供者からの情報は信頼が低く、そもそ
も信頼できる情報提供者がいないとする回答が多い。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

あてはまるものはない

国際機関

原子力関係者

アナウンサー

政府関係者

評論家

専門家

発言を聞いたことがある情報源（ソース） 信頼する情報源（ソース）

第28回原子力小委員会
（令和4年6月30日）資料3
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原子力小委員会 中間論点整理

国民各層とのコミュニケーションの深化

・ 原子力に対する不安が残る一方で、電力の安定供給に関する不安も高まりつつあり、年齢層等
によって原子力に対する見方は様々に変化しつつある。こうした実態を踏まえ、画一的な情報提供
を超えて、コミュニケーションを行う目的、対象の整理・明確化を行うことが必要ではないか。

→国・事業者には、対象それぞれのニーズに応じ、コミュニケーションの目的の明確化・手段の多様
化が求められているのではないか。

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

をもとに再構成

②コミュニケーションの目的の明確化・手段の多様化

ーコミュニケーションの目的の明確化、幅広い関係者との双方向コミュニケーションによる議論促進

（例：エネルギー政策全体の中での原子力の位置づけ、安定供給の維持や2030年エネルギーミックス
達成に向けた原子力活用の見通し 等）

ー年齢等の属性や関心に即したコミュニケーションニーズの整理、コンテンツの多様化

ーニーズに応じた、新聞・テレビ媒体とネット・SNS等の複層的な活用

ー説明会・シンポジウム等の双方向コミュニケーション機会の確保

ー電力消費地を含む幅広い層の多様な視点に応じた、丁寧なプロセスによる理解活動の促進等
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原子力小委員会におけるこれまでの議論概要（コミュニケーション）

（第28回原子力小委員会）

⚫ 国民理解に関して、そもそもコミュニケーションや情報を発信の目的が国民理解なのか、信頼獲得なのか、関心
を得ることなのか、不安を払拭することなのか、国からの発信においては精査した上で行うべき。

⚫ 決まった方針について理解を促すスタンスで無く、民意を反映した意思決定のためオープンな議論を活性化して
いくスタンスが大切。

⚫ 社会的な問題、電力不足や安定供給、貿易赤字などのエネルギーを取り巻く社会的問題に踏み込み説明を
するとともに、エネルギー社会の現状、将来に何が起こるかということを定量的にわかりやすく説明をする必要。

⚫ エネルギー政策の全体像を見せ、どうあるべきかを議論していくことが必要。新聞広告、ユーチューバーを通じて電
源のメリット・デメリットを示し、あなたはどのように考えるかというアプローチはわかりやすい。

⚫ 初等教育・中等教育により国民の世論が大きく変わる可能性があるため、そこに関する働きかけを積極的に行っ
ていくべき。

⚫ 技術的なことだけではなく、地域の方との信頼関係が醸成されるような状況を作るための発信が必要。発電所
勤務者の人となりや日常の発信、そうした方の地元愛を紹介する等、この人の言うことは信じられる、という環境づ
くりも重要。

⚫ エネルギー情勢に対する関心の高まりを踏まえて、国による原子力に対するコミットメントをさらに示し、原子力に
対する理解促進のため継続的な対話が行われることが重要。

②国民各層とのコミュニケーションの深化

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

（見出し修正）
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今後検討すべき対応の方向性（コミュニケーション）

➢ 昨今、原子力に対する意見にも変化が見受けられる中で、コミュニケーションの質・量

の強化を図っていく必要があるのではないか。

• エネルギー政策の全体像及び原子力の位置づけや価値についての関心の喚起、

丁寧で分かりやすい情報発信

• ニーズや情報入手傾向に応じた情報発信の工夫や多様化

⚫ 国民各層とのコミュニケーションの深化



１．再稼働への関係者の総力の結集
①立地地域との共生
②国民各層とのコミュニケーションの深化
③自主的安全性向上の取組等

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化

18
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① 自己評価

⚫ 継続的な安全性向上の取組を産業界全体で根付かせる、との当初目的に照らし、ATENAをはじめとす
る産業界の各主体が、自律的・継続的にその活動を改善していくためには、定期的に、ミッションに照ら
した到達点及び課題を振り返る仕組みを内在させることが重要ではないか。そうした自己評価にあたって
は、評価軸を明確化することが必要ではないか。

② 外部の目

⚫ 上記の自己評価にあたっては、単なる自己満足に陥ることなく、自らの成果を厳しく見つめ直すため、評価
プロセスにおいて、組織外からの意見を積極的に取り入れ、改善に活かしていく仕組みを検討すべきでは
ないか。例えば、ATENAは、活動をより実効的なものとし、また関係者・社会から信頼を得ていく上で、誰
から、どのような形で意見を得ていくことが有効か、検討すべきではないか。

③ 役割の最適化

⚫ 各主体の現在の役割分担や横連携のあり方が適切か、産業界大で全体像を常に俯瞰し、各主体の
強み・特性を最大限活かせる形で、継続的に見直していくことも必要ではないか。例えば、産業界は、
ATENAが電力・メーカー双方の参画という強みを活かす上で、現在のミッション定義や連携体制が適切か、
問いかけていくべきではないか。

④ 双方向コミュニケーション

⚫ リスクガバナンスの上で不可欠となる、規制当局、学術界、サプライチェーン、立地地域、社会全体など、
各ステークホルダーとの丁寧な双方向コミュニケーションの実現に向け、各主体は、誰と、どのような目的で、
どのような方法で取り組むのか、具体的に整理していく必要があるのではないか。

自主的安全性向上に向けた産業界の各組織の現状と今後の方向性
第27回原子力小委員会

（令和4年5月30日）資料3
を一部修正



20電気事業連合会

第27回原子力小委員会
（令和4年5月30日）

資料4５．まとめ（産業界各組織の役割に対する現状の評価・今後の取組み）

原子力エネルギー
協議会

（ATENA）

原子力安全
推進協会
（JANSI）

原子力リスク
研究センター
（NRRC）

今後の取組み現状評価役割

共通技術課題
の特定・解決

電力・メーカー等からなる体制の下、規制との対
話等を経て立案した安全対策は、事業者の運
転・保守に順次実装。しかしながら、中長期的
な視点で抽出された課題が少なく、また、タイム
リーな課題提起を行うという点でも改善が必要。

海外をはじめとする新知見や
新技術等を踏まえ、課題をよ
り幅広くタイムリーに抽出し、
安全性向上に繋がる成果を
より多く、生み出していく。

ピアレビュー等に
より、各発電所
の運営活動を中
心に第３者的な
評価・提言

ピアレビューの質は着実に向上し、事業者に有
効な提言等ができている。この提言等により、事
業者の自主的・継続的な安全性向上の仕組み
の改善と、これに取り組む事業者のマインド醸成
に貢献しており、このマインドの現場レベルでの一
層の浸透のため、事業者と継続的に取り組む。

さらなる有効な提言に向けて、
発電所運営を日常的に監
視・評価する仕組みの導入。
（日常的な監視・評価により
運営活動の劣化を兆候段階
で把握して提言）

外部ハザード研
究とリスク評価手
法開発および成
果の活用促進

・着実に研究等を進め、成果を事業者に提供で
きている。ただし、PRA高度化研究は事業者の
実機適用段階に至りつつある中、研究成果の
実機活用が課題。

・事業者によるRIDMのさらなる実践・定着に向
けた業界共通の課題整理が未了。

・研究成果の実機活用に向
けた課題分析・対策の実施。

・RIDMの実践・定着に向け
た課題整理、改善策の検討。

✓ ATENA、JANSI、NRRCは、設立後一定の成果を上げてきているが未だ道半ばの状況。今後
も各組織が果たすべき役割に照らして活動の成果を振り返りつつ継続的に改善するとともに、各
組織と事業者および組織間の横連携を強化し、原子力産業界全体の安全性向上の取組みを
自律的かつ継続的なものにしていく。

地域・社会とのコミュニケーションの強化については、事業者・電事連を中心に取り組んでいるが、 各組織の活
動や成果の社会の理解を深化するために、各組織による効果的な情報発信方法等を検討し、地域をはじめ
社会のみなさまの信頼に繋げていく。



21（資料）総合資源エネルギー調査会原子力小委員会自主的安全性向上・技術・人材ワーキンググループ 第18回会合 資料4-1から抜粋して一部修正

⚫ 産業界や政府は、国民（電力消費地を含む）、立地地域をはじめとする地域住民・自治体、
行政機関、報道機関等の広範なステークホルダーを対象として、わかりやすい情報発信に努める
とともに、ステークホルダーからの質問・意見を受け止め、丁寧に説明を行い、改めるべきところは
改めるなど、真摯に対応していくことが必要。

各ステークホルダーとの丁寧な双方向コミュニケーションの実現

規制機関

ピアレビュー
情報公開等

安全に係る技術的・
合理的な議論

安全性向上の
情報交換等

原子力発電所を
運営する電力会社

意見の集約

問いかけ

問いかけ 説明責任

説明責任

問いかけ 広聴・広報

研究開発・
最新の技術的知見の共有

技術・コミュニケーションの
ワンボイス機能

産業界自ら指摘し合い
相互に安全を高め合う機能

ステークホルダー

規制対応安全性向上
に係る対話

原
子
力
政
策
所
管
官
庁

国際機関

地元住民・自治体

研究開発や
規格を策定する機能

最新の知見に関する
情報の共有

国民・報道機関

説明責任
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原子力小委員会 中間論点整理

（１）原子力の開発・利用に当たっての「基本原則」の再確認（抜粋）

①開発・利用に当たっての「安全性が最優先」であるとの共通原則の再確認

②原子力が実現すべき価値（S＋3Eの深化）

ー事故の経験・教訓等を踏まえた、革新的な技術の開発・実装による安全性の向上

ー安全強化に向けた不断の組織運営の改善、社会との開かれた対話を通じた、エネルギー利用
に関する理解・受容性の確保

③国・事業者が満たすべき条件

ー規制に止まらない安全追求・地域貢献と、オープンな形での不断の問い直し

➢ 立地地域をはじめとする関係者との双方向・持続的やりとりによる改善

ー安全向上に取り組んでいく技術・人材の維持・強化、必要なリソースの確保

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

をもとに再構成



⚫ 安全性の議論が先に立つものであり、理解を外に発信・納得をしてもらうというコミュニケーションを強く、加速
して進める必要が今の時代に求められている。

⚫ 安全性を常に高める組織文化構築のためには、世界的な基準に照らすだけでなく、日本の文化特有の安全
文化という視点を取り入れる必要。

⚫ １つの原子力プラントの問題が容易に全体に波及するため、業界内の規制が機能することが重要。今後、自主
規制のピアプレッシャーのところがどれだけ機能していて、どれだけ実効的な向上の取り組みになっているのかと
いう点がポイントとなる。

⚫ 安全性向上の観点から、自主的規制機関の活動も通じ、事業者間のコミュニケーションや情報共有をすべての
レベルで活性化し、業界大で技術知識の底上げを行うことが重要。

⚫ 米国のNEIなどを参考に、規制面の諸課題への窓口、国民への後方の窓口など、原子力業界の意思を代表
して話すことができるような幅広い人材を抱えた組織をつくることが将来像ではないか。

⚫ 業界リードの取組が規制当局やメーカーだけでなく各ステークホルダーにも伝わるよう、情報提供やコミュニケー
ションを活発化することが重要。その際のリスクコミュニケーションについては、技術的なことだけではなく、地域の方
との信頼関係が醸成されるような状況を作るための発信が必要。

⚫ 先般のウクライナにおける原子力発電所への武力攻撃により、立地地域は大きな不安を抱えている。国は、
プラントの防御に万全を期すとともに、万一の事態にもスムーズに今の法体系が動くのかどうか、政府全体で検証
し、不断に改善をしていくべき。
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原子力小委員会におけるこれまでの議論概要（自主的安全）

③自主的安全性向上の取組等

5/30

5/30

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

をもとに再構成
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２．既設炉の早期再稼働に向けた取組み

✓ この１年間の再稼働および再稼働審査の主な進捗は以下のとおり。
• 美浜３号再稼働（2021.6.23）
• 島根２号設置変更許可（2021.9.15）
• 女川２号設計および工事の計画認可（2021.12.23）

✓ 昨年２月に電事連に設置した「再稼働加速タスクフォース」の活動を通じて、今後も
具体的な追加施策を検討実施し、さらなる再稼働加速に業界一丸で取り組んでいく。

＜課題認識＞
早期再稼働のためには、審査対応上の技術的課題の早期解決、人的リソース確保が課題。

＜対応方針＞
これらの課題を解決するためには、業界大で迅速に情報共有・横連携して対応することが重要であり、再稼働
加速TFおよび関係会議体にて具体的な追加施策を検討・実施中

＜実践：主な活動＞
• 業界大の機動的な人的支援の仕組み構築と実践

審査課題を迅速に各社へ共有し、必要により業界大で機動的に支援をする仕組みを構築。
対応事例：原電敦賀２の審査資料の品質向上のため、 電力５社（関西、北陸、中部、四国、九州）の品証、

土建担当による審査資料作成のプロセスのレビュー等を実施

• 後発審査の加速のため最新プラント審査情報の共有
審査完了事業者の審査資料の電子データを後発に共有、後発による先行のヒアリング傍聴

• プラント再稼働準備のための技術的支援（先行電力およびJANSIによる再稼働準備説明会）
＜今後の取組み＞
◆ 審査課題の情報共有と業界大の機動的支援の継続
◆ 未再稼働事業者への人材育成も兼ねた人的支援
◆ 業界としての審査知見の蓄積・継承の仕組み構築

電気事業連合会

第27回原子力小委員会
（令和4年5月30日）資料4
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【参考】原子力規制委員会の審査効率化に向けた対応方針

【抜粋】 電力会社経営層との意見交換を踏まえた新規制基準適合性に係る審査の進め方（令和4年9月7日 原子力規制委員会 資料2）

（１）「できるだけ早い段階での確認事項や論点の提示」（提案１、３、５）
① 確認事項及び論点の提示
• 審査会合における原子力規制庁からの指摘が事業者と共通理解となっているかを審査会合で確認した上で、必要に応じて文書化する。
• 事業者から基準や審査ガイドが不明確と指摘があった場合は、審査会合において要求事項等を確認し事業者と共通理解を図る。

② 審査会合の開催頻度等の改善
• これまでは、ヒアリングで資料内容の事実確認を２回程度行った上で審査会合を実施しているが、重要な論点があるなど早期に議論を行うことが必要な内容については、

ヒアリング回数に関わらず、柔軟に審査会合を開催する。
• 試験、評価等に時間を要する案件については、できる限り手戻りがなくなるよう、事業者の対応方針を確認するための審査会合を頻度高く開催する。
• 審査会合は原則として委員出席の下で行うが、委員の了解を得た上で、委員が出席できない場合でも審査会合を開催することを可能とする。

③ 事業者による提出資料の工夫
• 地震・津波等のハザード審査においては、基準に適合すると判断した論理構成の全体像をフロー等により明示するとともに、論理構成の基となる科学的データが論理構成の

どこに使われているのか明示するなど、基準に適合する根拠を具体的に示した資料作成を求めることとする。
• 特に、事業者が新たなデータ等に基づき、検討方針を追加又は変更した場合には、追加・変更点を明確にした上で、論理構成の変更の有無及びその妥当性等について

丁寧な説明を求めることとする。

（２）「公開の場における「審査の進め方」に関する議論及び共有」（提案２）
• 事業者が資料準備に時間を要する審査項目については、準備期間や対応方針を審査会合で確認する。
• 特に、対応方針を変更することなどにより他の審査項目に影響を与えるものについては、できる限り手戻りがなくなるよう、早期に論点を明確化し、共通の理解となるよう議論する。

（３）「審査会合における論点や確認事項の書面による事前通知」（提案３）
• 指摘事項については、透明性の確保の観点から、これまでどおり審査会合で提示することとし、審査会合の開催時期を逸することなく柔軟に開催し論点を明示していく。
• また、審査会合における原子力規制庁からの指摘が事業者と共通理解となっているかを審査会合で確認した上で、必要に応じ文書化する。（再掲）

（４）「原子力規制委員又は原子力規制庁職員の現地確認の機会の増加」（提案４）
• 事業者から現地確認の提案があった場合には、審査会合での議論の前提となる認識を共有化するため、審査資料上議論のある論点等を踏まえて、必要に応じて

原子力規制委員会職員による現地確認の機会を設ける。

（５）「基準や審査ガイドの内容の明確化」（提案５）
• 上記３．（１）①の対応に加え、審査実績を踏まえた基準類の明確化を図る。
• なお、令和元年度第52回原子力規制委員会（令和2年1月15日）において、原子力規制庁内及び被規制者から意見・提案を収集し分野ごとに整理すること、また、

被規制者からの意見・提案はATENAから聴取すること等の進め方が了承され、毎年度一回、ATENAから聴取を行っている。

３．提案に対する対応方針

※本年9月7日の原子力規制委員会にて、「電力会社経営層との意見交換を踏まえた新規制基準適合性に係る審査の進め方」を議論。
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今後検討すべき対応の方向性（自主的安全）

➢ 東京電力福島第一原子力発電所事故の最大の教訓である「安全神話からの脱却」を、

今一度問い直し確かなものとするため、国及び事業者は、幅広い関係者との連携の下、

安全マネジメント体制の更なる改革に取り組むべきではないか。

• 事故後の産業大でのトラブル対応等の振り返り（良悪事例の横展開、国際機関

レビューの体系的活用、産業大での相互レビュー 等）

• ステークホルダーとの双方向コミュニケーションを通じた安全マネジメント改革

（他社の知見などを活用して改革を推進する仕組み、外部評価の強化・充実 等）

• 安全対策の着実な実施に向けた環境整備（ATENA等による技術共通課題の

検討、規制機関・ステークホルダーとのコミュニケーション 等）

• 武力攻撃等の万一の事態における、関係機関との準備・連携体制の確認

⚫ 自主的安全性向上の取組等



１．再稼働への関係者の総力の結集

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用
① 現行の運転期間制度の整理

② エネルギーとしての原子力利用の考え方・運転期間検討の論点

３．次世代革新炉の開発・建設

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化
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日本と海外における運転期間のルール

⚫ 原子炉等規制法(※)改正（2012）により、「原子力発電所の運転期間は40年とし、１回に限り、
20年延長できる」ルールが導入された。 ※核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

⚫ 一方、多くの国では、運転期間の上限はない（一定期間ごとに安全確認）。

⚫ 例えば米国では、既に運転中原子炉の半数が40年超。さらに60年超の認可も進んでいる。

（運転の期間等）

第43条の3の32
発電用原子炉設置者がその設置した発電用原子

炉を運転することができる期間は、…40年とする。

２ 前項の期間は、…1回に限り延長することができる。

３ …延長する期間は、20年を超えない期間であつて
政令で定める期間を超えることができない。

日本における運転期間のルール
（原子炉等規制法 抜粋）

諸外国における運転期間のルール

米国

• 運転期間は40年。

• 規制当局の安全審査をクリアすれば、20年の延長が可能。
回数制限無し。

• 運転中92基のうち、50基が40年超運転。

• これまでにNRCによる60年延長認可を取得した原子炉は94基、
うち80年延長認可を取得したものは6基。

仏国

• 運転期間は制限無し。

• 10年毎に安全確保義務を満たしているか審査。

• 運転中56基のうち、20基が40年超運転。

英国
• 運転期間は制限無し。

• 10年毎に安全確保義務を満たしているか審査。

（出典）運転中の基数、運転年数についてはIAEA「Power Reactor Information System」から引用したデータ
を基に資源エネルギー庁算出。（運転年数は系統接続日から起算。2022年9月7日時点。）。運転期間
制度の記載はOECD/NEAのレポート「Legal Frameworks for Long-Term Operation of Nuclear 
Power Reactors（2019）」を参照し資源エネルギー庁作成。米国における延長認可の状況のうち、60年
認可についてはNRCホームページ「Status of Initial License Renewal Applications and Industry 
Initiatives（Page Last Reviewed/Updated Wednesday, January 12, 2022）」、80年認可に
ついては「Status of Subsequent License Renewal Applications（Page Last 
Reviewed/Updated Thursday, June 09, 2022）」を参照し資源エネルギー庁作成。 28



原子炉等規制法改正時の経緯

⚫ 原子炉等規制法の改正時の国会審議においては、政府及び法案提案者から、以下のような認識が
示されている。

①40年という期間は１つの目安であり、明確な科学的な根拠はない

②運転期間に係る規定を含めた安全規制のあり方については、原子力規制委員会の発足後、
専門的な観点から検討されるべき

※現行の原子炉等規制法は、当初は、内閣提出法案として提出されたものの、与野党協議を経て同法案が撤回、
環境委提出法案として再度提出され、成立に至ったもの。

 「四十年というのは、（略）高経年劣化をどう見るかという議論の中で、一つの線としてこれまでも議論をされてき

ました。」 「四十年をたてばそのときから急に危険になって、四十年までは全く問題がないということでもない。

（略）どこに線を引くかということ。」（2012.6.5.衆・環境委員会における細野大臣答弁）

 「四十年という数字の設定が非常に政治的なものであって、科学的な根拠に基づかない」「四十年については、

はっきり言って、新たなる規制委員会ができた後に委ねられるべきであるという見解をしておりました。（略）まさ

しく専門性をもって判断をしていただくことがベターだと、このように思っておるところ」（2012.6.15.衆・環境委員

会における田中和徳議員（自民・提案者）答弁）

 「原子力規制委員会の委員長及び委員の知見に照らして検証されることが重要である。四十年の運転制限の

規定を含め、施行の状況を勘案して速やかに検討を加え、安全規制全体に関して見直す」（2012.6.15.衆・

環境委員会における近藤昭一議員（民主・提案者）答弁）

改正時の政府及び法案提案者の国会答弁

29
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⚫ 令和２年７月、原子力規制委員会は以下の見解を公表。

原子力規制委員会の見解

３．この制度における原子力規制委員会の役割は、原子炉等の設備について、運転開始から一定期間
経過した時点で、延長する期間において原子炉等の劣化を考慮した上で技術基準規則に定める基準
に適合するか否かを、科学的・技術的観点から評価することである。運転期間を40年とする定めは、
このような原子力規制委員会の立場から見ると、かかる評価を行うタイミング（運転開始から一定期
間経過した時点）を特定するという意味を持つものである。

５．原子力規制委員会の立場からは、運転期間とは、その終期が上記３．で述べた評価を行うべき時期
となるということにほかならず、（略）かかる時期をどのように定めようと、発電用原子炉施設の将来
的な劣化の進展については、個別の施設ごとに、機器等の種類に応じて、科学的・技術的に評価を
行うことができる。

６．このように、現行制度における運転開始から40年という期間そのものは、上記３．の評価を行う時
期として唯一の選択肢というものではなく、発電用原子炉施設の運転期間についての立法政策として
定められたものである。そして、発電用原子炉施設の利用をどのくらいの期間認めることとするかは、原
子力の利用の在り方に関する政策判断にほかならず、原子力規制委員会が意見を述べるべき事柄
ではない。

【原子力規制委員会の見解（抜粋）】

（出典）原子力規制委員会 「運転期間延長認可の審査と長期停止期間中の発電用原子炉施設の経年劣化との関係に関する見解」（令和２年７月29日）

（参考）規制委見解の原文
https://www.nra.go.jp/data/000323916.pdf
Ctrl+
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⚫ 令和３年10月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、東日本大震災後に原子力発電所
の停止期間が長期化していることを踏まえ、安全性を確保しつつ長期運転を進めていく上での諸課題
について、官民それぞれの役割に応じ、検討することとされている。

長期運転に係る従来の検討方針（第６次エネルギー基本計画）

５．２０５０年を見据えた２０３０年に向けた政策対応

（６）原子力政策の再構築

②原子力利用における不断の安全性向上と安定的な事業環境の確立

東日本大震災後に原子力発電所の停止期間が長期化していることを踏まえ、メーカー等も含めた事業
者間の連携組織が中心となり、保全活動の充実や設計の経年化対策、製造中止品の管理等に取り組
むとともに、安全性を確保しつつ長期運転を進めていく上での諸課題について、官民それぞれの役割に応
じ、検討する。

第６次エネルギー基本計画（令和３年10月22日閣議決定・抄）
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原子力委員会の要請

●エネルギーの安定供給やカーボンニュートラルの観点からも、既設原発の最大限の活用は重要であり、
「運転期間の延長」等の原子力利用を巡る構造的な課題も含め、安全性の確保を大前提としつつ、
利用側と安全規制側がそれぞれの立場で検討することが重要であると考える。

●その観点から、資源エネルギー庁と原子力規制委員会においてそれぞれ検討を進めていくことが重要。
資源エネルギー庁の検討の内容については、当委員会にて報告いただきたいと考えている。

●当委員会としては、それらの検討内容を踏まえた上で、現在検討を進めている「原子力利用に関する
基本的考え方」を取りまとめてまいりたい。

原子力委員会 上坂委員長からの発言（令和４年９月13日・抄）

●GX実行会議では、原子力に関して政治決断を要する4つの事項が提示されているところ。先日、原子
力委員会から、エネルギーとしての原子力を所管する資源エネルギー庁に対して、これらについて必要な
検討を行い、その内容を原子力委員会に報告するよう要請した。

●また、これらは安全規制にも関連する論点であるため、原子力規制委員会においても、必要な検討を
行っていただくことが重要と考えている。

●今後は、それぞれにおける検討結果も踏まえ、「基本的考え方」の取りまとめに向けて、検討を加速して
いきたい。

高市 内閣府特命担当大臣（科学技術政策担当）からの発言（令和４年９月16日・抄）
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１．再稼働への関係者の総力の結集

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用
① 現行の運転期間制度の整理

② エネルギーとしての原子力利用の考え方・運転期間検討の論点

３．次世代革新炉の開発・建設

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化
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⚫ 原子力基本法では、原子力の平和利用、安全確保、民主的運営等の基本方針を規定。

原子力利用の考え方（原子力基本法）

（目的）

第一条 この法律は、原子力の研究、開発及び利用（以下「原子力利用」という。）を推進することに

よつて、将来におけるエネルギー資源を確保し、学術の進歩と産業の振興とを図り、もつて人類社会の

福祉と国民生活の水準向上とに寄与することを目的とする。

（基本方針）

第二条 原子力利用は、平和の目的に限り、安全の確保を旨として、民主的な運営の下に、自主的に

これを行うものとし、その成果を公開し、進んで国際協力に資するものとする。

２ 前項の安全の確保については、確立された国際的な基準を踏まえ、国民の生命、健康及び財産の

保護、環境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的として、行うものとする。

原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号・抄）



⚫ エネルギー政策基本法では、エネルギーの需給に関する施策についての基本方針として、安定供給の
確保、環境への適合、市場原理の活用を規定。

エネルギー政策の基本方針（エネルギー政策基本法）

（安定供給の確保）
第二条 エネルギーの安定的な供給については、世界のエネルギーに関する国際情勢が不安定な要素を有しているこ

と等にかんがみ、石油等の一次エネルギーの輸入における特定の地域への過度な依存を低減するとともに、我が国
にとって重要なエネルギー資源の開発、エネルギー輸送体制の整備、エネルギーの備蓄及びエネルギーの利用の効率
化を推進すること並びにエネルギーに関し適切な危機管理を行うこと等により、エネルギーの供給源の多様化、エネル
ギー自給率の向上及びエネルギーの分野における安全保障を図ることを基本として施策が講じられなければなら
ない。

２ （略）

（環境への適合）
第三条 エネルギーの需給については、エネルギーの消費の効率化を図ること、太陽光、風力等の化石燃料以外のエ
ネルギーの利用への転換及び化石燃料の効率的な利用を推進すること等により、地球温暖化の防止及び地域環
境の保全が図られたエネルギーの需給を実現し、併せて循環型社会の形成に資するための施策が推進されなけれ
ばならない。

（市場原理の活用）
第四条 エネルギー市場の自由化等のエネルギーの需給に関する経済構造改革については、前二条の政策目的を

十分考慮しつつ、事業者の自主性及び創造性が十分に発揮され、エネルギー需要者の利益が十分に確保されるこ
とを旨として、規制緩和等の施策が推進されなければならない。

エネルギー政策基本法（平成十四年法律第七十一号・抄）

35
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⚫ 令和３年10月に閣議決定されたエネルギー基本計画では、原発依存度の可能な限りの低減に加え、
2050年カーボンニュートラルに向けてあらゆる選択肢を追求する中、原発については、安全性の確保
を大前提に必要な規模を持続的に活用すること等を定めている。

エネルギーとしての原子力利用の考え方（第６次エネルギー基本計画）

４．２０５０年カーボンニュートラル実現に向けた課題と対応
（２）複数シナリオの重要性

２０５０年カーボンニュートラルを目指す上でも、安全の確保を大前提に、安定的で安価なエネルギーによって経
済活動を支えていかなければならない。こうした前提に立ち、（略）原子力については、国民からの信頼確保に努め、
安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的に活用していく。こうした取組など、安価で安定したエネルギー供
給によって国際競争力の維持や国民負担の抑制を図りつつ２０５０年カーボンニュートラルを実現できるよう、あら
ゆる選択肢を追求する。

５．２０５０年を見据えた２０３０年に向けた政策対応
（１３）２０３０年度におけるエネルギー需給の見通し
電力供給部門については、Ｓ＋３Ｅの原則を大前提に、徹底した省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの最

大限導入に向けた最優先の原則での取組、安定供給を大前提にできる限りの化石電源比率の引下げ・火力発電
の脱炭素化、原発依存度の可能な限りの低減といった基本的な方針の下で取組を進める。（略）
原子力発電については、ＣＯ２の排出削減に貢献する電源として、いかなる事情よりも安全性を全てに優先させ、

国民の懸念の解消に全力を挙げる前提の下、原子力発電所の安全性については、原子力規制委員会の専門的な
判断に委ね、原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基準に適合すると認められた場合には、その
判断を尊重し原子力発電所の再稼働を進め、国も前面に立ち、立地自治体等関係者の理解と協力を得るよう
取り組み、電源構成ではこれまでのエネルギーミックスで示した２０～２２％程度を見込む

第６次エネルギー基本計画（令和３年10月22日閣議決定・抄）



⚫ 国内の原子力発電所の設備容量は、このままでは時間とともに大きく減少。次世代革新炉の開発・
建設を進めたとしても商用運転までには相当の期間を要することを踏まえれば、エネルギーとしての原子
力利用の観点から運転期間のあり方を検討するに当たっては、こうしたことも考慮することが重要。

原子力発電所の設備容量見通し

40年運転

60年運転

36基：3,722万kW

設備容量（万kW）

27基：2,731万kW

23基：2,374万kW

3基：414万kW

2030年

2040年

2050年

2060年

32基：3,365万kW

8基：956万kW

3基：414万kW

8基：956万kW
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⚫ 2022年6月、IEAは報告書「原子力発電と確実なエネルギー移行」を発表。カーボンニュートラル実

現やエネルギー安全保障の要請で再注目される原子力をとりまく現状を分析し、原子力を利用する国

の政策立案担当者に向けた政策勧告を発表。

＜原子力を利用する国の政策立案担当者に向けた政策勧告＞

① 安全な形で可能な限り長期に運転を継続するために、既存の原子力発電所の運転延長を承認すべき。

② 効率的で効果的な安全規制を推進すべき。安全規制当局が、新しいプロジェクトや設計を適時に審査し、新しい

設計のための調和された安全基準を開発し、認可の要件が明確に伝わるよう潜在的な開発者や一般市民と関わ

るためのリソースとスキルを確保すること。 等

➢ 今般のエネルギー危機において、輸入化石燃料の依存度を低減することは、エネルギー安全保障の最優先事項で
あり、その重要性は気候危機と同様である。

➢ 確立された大規模な低排出のエネルギー源である原子力は、電力供給の脱炭素化を支援するのに適したもの。

➢ 原子力は、世界全体のネット・ゼロへの確実な道のりにおいて、重要な役割を担う。

＜原子力発電をとりまく現状＞

38

IEAによる原子力利用国の政策担当者への勧告

（出典）IEA, 2022年6月, “Nuclear Power and Secure Energy Transitions: : From Today’s Challenges to Tomorrow’s Clean Energy System”を参照し資源エネルギー庁が抜粋・抄訳
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IEAによる電源ごとの発電コスト比較（2020年）
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出典：IEA, “Projected Costs of Generating Electricity 2020 Edition”(2020).

凡例 線の下端…最小値、 箱の下端…第１四分位数（25パーセンタイル）、 箱内２色の境界…第２四分位数（50パーセンタイル・中央値）、

箱の上端…第３四分位数（75パーセンタイル）、 線の上端…最大値



➢ 運転中の92基のうち、40年超運転：50基。
➢ これまでにNRCによる60年延長認可を取得した原子炉は94基、うち80年延長認可を取得したものは

6基。現在、さらに９基について審査中。
（運転期間40年、安全審査クリアすれば20年以内の延長が何度でも可能）

アメリカ

イギリス

➢ 2035年に40年間の運転予定となるサイズウェルB原発について、さらに20年間延長することを検討中。
(運転期間制限なし、10年ごとに安全審査)

フランス

ドイツ

ベルギー ➢ 本年３月、2025年に閉鎖予定だった2基について、10年間運転延長する方針を決定。

フィンランド

➢ 本年３月、ロビーサ原発が約70年間の運転を申請。６月には、経済問題担当大臣が既存原発の継続
利用の必要性に言及。

オランダ

➢ 2021年12月、新政権の連立協定において、2033年までの60年運転が認められているボルセラ原発に
ついて、運転期間の延長を目指す方針を表明。

原発廃止
方針の国

➢ 本年７月、尹大統領「新政権のエネルギー政策の方向性」で、既存原発の継続運転に必要な手続を
迅速に推進する方針を表明。

韓国

※2022年9月7日時点 資源エネルギー庁調べ

【参考】脱炭素・エネルギー危機を踏まえた主要各国での原子力活用の動き(運転期間の延長)
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➢ 運転中の56基のうち、40年超運転：20基。（運転期間制限なし、10年ごとに安全審査）
➢ 本年7月、EDFが新設や既設炉の運転延長を対象とするグリーンファイナンスのルールを発表。

➢ 本年９月、ハベック経済・気候保護大臣は、2022年末に廃止予定の３基のうち2基
について、今冬の電力安定供給の予備電源として、必要な場合には稼働できる状態を
2023年4 月中旬まで保つことを発表。
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原子力の開発・利用に当たっての「基本原則」

⚫ 本委員会では、エネルギーとしての原子力の持続的活用に向け、エネルギーを取り巻く
昨今の地殻変動を踏まえた「原子力の開発・利用に当たっての『基本原則』」を議論し、
整理してきたところ。

（8/25 原子力小委員会 中間整理より）

① 開発・利用に当たって「安全性が最優先」であるとの共通原則の再認識

② 原子力が実現すべき価値
— 革新技術による安全性向上

— 安全強化に向けた不断の組織運営の改善、社会との開かれた対話を通じた、
エネルギー利用に関する理解・受容性の確保

— 我が国のエネルギー供給における「自己決定力」の確保

— グリーントランスフォーメーションにおける「牽引役」としての貢献

③ 国・事業者が満たすべき条件
— 規制に止まらない安全追求・地域貢献と、オープンな形での不断の問い直し

— 安全向上に取り組んでいく技術・人材の維持・強化、必要なリソースの確保

— バックエンド問題等、全国的な課題において前面に立つべき国の責務遂行

— 関係者が上述の価値の実現に向けて取り組むために必要となる国の政策措置

— 官民の関係者による取組全体の整合性を確保していくための枠組みの検討

原子力の開発・利用に当たっての「基本原則」



運転期間に係る原子力利用面での論点①

（１）安全性最優先を大前提とした原子力利用政策の観点からの運転期間のあり方に関する検討

→ 原子力規制委員会の見解や原子力委員会の要請を踏まえ、原子力利用政策の観点から
運転期間のあり方に関する検討を進める。その際、

①今後とも、エネルギー利用の観点からの議論・政策検討や、制度設計のあり方にかかわらず、
高い独立性を有する原子力規制委員会により、安全性が確認されなければ、発電所の運転が
できない仕組みであることが大前提。

②その上で、エネルギー利用の観点からの検討に伴って、（例えば長期運転に係る安全確認の
あり方の明確化など、）規制面における制度のあり方についても検討が必要となる可能性。

→ こうした規制面における制度のあり方に関しては、原子力規制委員会において議論いただく
必要性について、規制当局に対しコミュニケーションを図っていくべきではないか。

42

⚫ 原子力の利用に当たっては、いかなる事情よりも「安全性が最優先」。

⚫ 東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえて、「安全神話」への根本的な反省の下、
エネルギー政策と安全規制の分離、新規制基準の策定等の措置を講じてきたところ。

⚫ 今後とも、こうした大原則をゆるがせにすることなく、原子力事業者や国等の関係者が、安
全性の確保に向けた不断の改善を進めていく仕組みとなることが、検討の大前提。



運転期間に係る原子力利用面での論点②

（２）運転期間の検討に係る基本的考え方

⚫ その上で、エネルギーとしての原子力利用の観点からの運転期間のあり方については、本委員
会でこれまで行ってきた議論も踏まえれば、中間整理で「原子力の利用の根拠」として示した、
「基本原則」に則して検討することが適当ではないか。

→運転期間の設定については、例えば、以下の事項が判断要素となり得るのではないか。

（例） ・利用による供給能力・供給手段の多様性確保、海外依存度低減への貢献

・利用による電源の脱炭素化、産業界のグリーントランスフォーメーションの促進への貢献

・事業者による自主的な安全性向上や防災対策強化の取組の状況

・これらの不断の改善に向けた組織的な対応 等
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（基本原則で示した考え方）

➢ 電力の安定供給、我が国のエネルギー供給における「自己決定力」の確保

➢ 我が国のグリーントランスフォーメーションにおける「牽引役」としての貢献

➢ 規制に止まらない安全追求・地域貢献と、オープンな形での不断の問い直し
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【参考】その他の考慮事項
（今後、原子力委員会等の関係機関と意見交換をしつつ検討）

＜例＞

⚫ 現行制度との連続性（例：評価のタイミングを40年に設定）

⚫ 「震災前と比較して原発依存度を可能な限り低減する」との方針や、
東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた原発に対する国民の理解を勘案した
一定の抑制の必要性

⚫ 他律的な要因に基づく停止期間等の考慮

⚫ 諸外国における制度・運用の状況

⚫ 立地地域をはじめとする国民に対する丁寧な説明

等



１．再稼働への関係者の総力の結集

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設
①原子力小委員会・革新炉ワーキンググループでの議論
②開発・建設の必要性の検討
③今後議論していくべき論点

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化

45
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課題と対応の方向性①

課題 課題への対応の方向性（イメージ）

①革新炉開発の方向性
の明瞭化

●基本方針の明確化、開発のポートフォリオとロードマップの策定

• 「CN達成・経済安保への貢献等といった社会的価値の実現」を、原子力を開
発・利用していく上での中長期的な根拠・目標として明確化

• 自国の強み・サプライチェーンを軸に、2050年に向けた原子力開発の技術
ポートフォリオを明確化し、技術ごとの導入の時間軸のイメージを提示

• それぞれの技術・炉型について、可能な範囲で具体的な開発工程のマイルス
トーンを示した技術ロードマップを策定し、継続的にメンテ・改訂

②予算（開発、施設整備）
の整備

●プロジェクトベース／インフラベースでの研究開発支援の強化

• ロードマップに沿った実証プロジェクトを具体化し、課題検討のプロセスを通じて、
将来を見越した民間企業の能力涵養を推進

• 枢要技術への必要な資金の充当という観点に加えて、SPC・ベンチャー等の活
用等による官民連携も念頭に、柔軟な支援手法のあり方を検討

• 幅広い分野に裨益する原子力人材・技術の育成にも貢献できる基盤インフラ
を明確化し、計画的に整備

第3回革新炉WG
（令和4年7月1日）資料3
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課題と対応の方向性②

課題 課題への対応の方向性

③制度（規制、ファイナンス
等）の整備

●導入に必要な事業環境の整備

• 設置許可申請の事前段階を含めた規制当局との対話等を通じて共通理解
を醸成し、予見性を確保しつつ、より安全な炉の開発を進めていくため、産業
界が規制当局に、審査プロセスのあり方や技術的論点を能動的に提案。

• 原子力電源の特性に鑑み、投資回収期間の長さ、費用回収のボラティリティ
増大といった課題への制度的な対応策を検討。

• バックエンドの諸課題について、国が前面に立って解決に取り組むことを明確
化しつつ、具体的課題について政策対応の更なる踏み込み。

④革新炉開発の体制の整備 ●開発プロジェクトマネジメントの強化

• ステークホルダーとの調整、システム全体の一貫性担保を行う司令塔機能を
創設。あわせて、システム設計を統括する中核企業を設定。

• 民間のプロマネ人材の活用へチーム組成を進める。民間企業の参画を確保
しつつ、基盤整備・基礎研究を行う国研等と効率的に役割分担。

⑤サプライチェーンの維持・強
化

●サプライチェーン各工程に即した多様な支援メニューの整備・導入

• 個別サプライヤー自らの販路開拓へ、政府による海外プロジェクトへの参画サ
ポート（顧客確保・海外規格取得への支援、トップセールス等）

• 材料の供給途絶リスクや事業承継問題への対応へ、産業大での実態把握・
支援体制の構築、中小企業支援ツールの最大限の活用

• 現場をはじめとした技術基盤維持へ、デジタル技術の活用支援や、業界横
割りの人材育成システムの構築支援等 47

第3回革新炉WG
（令和4年7月1日）資料3
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2050年CNに向けた革新炉開発のポートフォリオ（ラフイメージ） 第3回革新炉WG
（令和4年7月1日）資料3



炉の建設・運転
【商用炉初号機】

研究開発
（R&D）

燃料製造施設
の建設・運転

2020年 2030年 2040年

基本設計 詳細設計(※) 運転(※)

主機・ｼｽﾃﾑ
検証試験

・基本仕様の設定

・プラント・システム

設計

・要素技術実証・

検証

・主機・システム
成立性検証

・許認可用データ
取得

（従来燃料を使用）

製作・建設(※)

・要素技術開発
・炉内熱流動試験、他

安全審査用設計・

データ取得完了

▽

※事業者の立地・事業計画により変動あり。

許認可
工認(※)

・iPCCS/iCC試験
・二重円筒格納容器開発
・特殊弁開発・許認可解析準備

・二重円筒格納容器開発
・規制適合性検討

実証試験
その他開発

・システム詳細化
・機器構造設計
・レイアウト設計
・試験/開発結果反映

導入に向けた技術ロードマップ（例：革新軽水炉）
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機器メーカー
（ポンプ・バルブ等）

部品・素材メーカー
（鋳鍛造品・特殊素材等）

プラントメーカー
（エンジニアリング・大型機器・炉内構造物等）

部品・素材の供給途絶対策
（一般産業品、AM技術の活用等）

中小・小規模事業者等の事業承継支援
人材育成

（スキル習得講座・研修の充実、デジタル技術利活用等）

「革新サプライヤチャレンジ」
海外ベンダーへの発信、輸出金融、規格取得支援等を通じ、海外プロジェクトへの効果的な参画を後押し

安全対策工事等で一定の収益は確保

プラントエンジ、機器製造機会が少ない

海外市場

安全対策工事、メンテ等で事業を維持

再稼働需要一服後の事業維持に課題

炉心・機器部素材等は再稼働需要
が発生せず、一部は厳しい事業環境

現状分析

プラントエンジ・機器製造能力の維持が困難

研究開発や生産設備等へ投資不足

原子力産業
課題

事業承継がままならず
技能・人材喪失

部品・素材の供給途絶

職人の技能・ノウハウの
次世代への継承機会を喪失

革新炉開発ポートフォリオとロードマップの明確化

支援策

プラントメーカーとの協力や海外規格
対応により、市場獲得のポテンシャル

大型鍛造品や炉心部素材は競争力有
機器メーカーが受注すれば、波及効果

炉容器やタービン等の主要機器の実績を
有し、革新炉市場獲得の可能性も高い見通し

機器メーカー 部品・素材メーカープラントメーカー

支援策

国内市場

原子力サプライチェーン強化に向けた課題と対策
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⚫ 海外では政府の大規模支援の下、革新炉の実機プロジェクトが進展する中、国内プロジェクトは不在。

エンジニアリング・機器製造能力の維持や研究開発・生産設備等の将来投資の不足が課題に。

⚫ 革新炉向けの機器や部素材の設計・開発・実用化に挑戦する国内サプライヤでチームを組成し、海

外の実機プロジェクトへの参画を官民で支援する仕組みが必要ではないか。

革新炉サプライヤプラットフォーム事務局（仮称）
METI、JAEA、JAIF等

「革新サプライヤコンソーシアム」

２－⑤ーA．海外プロジェクトへの効果的な参画（革新サプライヤチャレンジ）

AP1000
チーム

EPRチーム
VOYGER
チーム

Natrium
チーム

BWRX300

チーム
高温ガス炉

チーム

三菱重工業 東芝ESS JAEA JAEA、三菱重工業 IHI 日立GE

リーダー企業(例)

支援メニュー（例）

①コンソーシアム認定：炉型毎にJAEA・メーカー等の主幹事を定め、海外参入サプライヤを見極め、官民で情報提供

②対外発信：JAIF・JETROと連携し、想定サプライヤの実績や技術的強みの発信や、輸出支援を実施
③ファイナンス：JBIC・NEXIと連携し、ファイナンスによる輸出支援

④規格・設備・R&D：METIから海外規格への対応や設備改修に加え、機器・部素材のR＆Dや性能検証支援

炉型毎のサプライヤチームを「革新サプライヤコンソーシアム」として認定

海外プロジェクトへの効果的な参画（革新サプライヤチャレンジ）
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原子力小委員会 中間論点整理

①ステークホルダーが共有できる将来見通しの確立

ー革新炉の開発・利用に向けた、技術ポートフォリオ・導入工程の明確化・共有

➢ 炉型の導入順序、炉型ごとの実証・実装のタイムスケジュールの策定・提示 →選択と集中

ー革新技術の実装の円滑化と安全向上に向けた、規制当局との共通理解の醸成・改善への協働

ーマイルストーンの設定と定期的な評価・検証、PDCAサイクルの実施

ー核燃料サイクルや最終処分に関する長期的な整合性の確保に向けた官民での研究・検討の推進

将来を見据えた研究開発態勢の再構築

・ 各国は、世界の原子力伸張を見据え、自国のエネルギー安全保障強化やグローバル市場の獲得に
向けて、革新炉開発の支援にリソースを投下。

・ その際、研究開発を進める段階から、具体的な実証・実装プロジェクトを選定して、国による予算
措置と民間による受け皿・態勢づくりとを連携させ、知見・ノウハウの蓄積を効果的に進めている。

→ 我が国においても、官民のリソースを結集できる態勢を作ることが急務。過去の国内での研究
開発における教訓も踏まえつつ、①ステークホルダーが共有できる将来見通しの確立、②具体的
プロジェクトに沿った実効的な研究開発態勢の構築を進めていく必要があるのではないか。

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

をもとに再構成
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原子力小委員会 中間論点整理

②具体的プロジェクトに沿った実効的な研究開発態勢の構築

ー過去の失敗事例の検証と、その教訓を活かした実施体制の構築、プロジェクト関与主体の明確化

ー欧米に互する、プロジェクトベースでの支援態勢の強化、インフラ・人材基盤の整備

ー革新炉開発における自律性を確保した戦略的な国際協力関係の構築

ー海外事例等も参考にした研究開発プロジェクトのマネジメント機能の強化

➢ 司令塔機能の創設、産業界を統括する中核企業の設定

➢ 民間人材の活用推進と流動性の確保

➢ プロジェクトマネジメント人材の登用・育成、能力発揮に向けた環境整備の検討 等

将来を見据えた研究開発態勢の再構築（つづき）

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

をもとに再構成
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原子力小委員会 中間論点整理

産業界の能動的な取組に向けた予見性の向上

・ 多くの企業等が、「中長期的な事業の予見性」を持てないまま、将来を見据えた設備投資や人材

投資に踏み切れない状況が続き、将来の選択肢としての原子力は危機に瀕しているのではないか。

→ 産業界が将来への一歩を踏み出す上で、政策に求めているのは「中長期の事業モデルの描出」に

資する政策支援。そのニーズに即し、前向きな判断を促すべく、

①ステークホルダーが共有できる将来見通しの確立（上述）を前提に、②発電事業の運営や、

③バックエンド事業に関する不確実性の払拭に向けた環境整備を進め、原子力事業における

予見性の向上を実現すべきではないか。

①ステークホルダーが共有できる将来見通しの確立【再掲】

②発電事業の運営に関する不確実性の払拭に向けた環境整備

ー市場・規制など制度の最適化に向けた、官民でのコミュニケーション強化と改善の推進

ー事業者による原子力資産の活用継続・形成の判断を可能とするための事業環境の整備

➢ 革新炉も含めた投資に関する回収期間の長期化・ボラティリティ増大等への対応

➢ 市場制度と原子力発電の整合性の検討（原子力発電の価値の適正な評価等）

➢ 規制当局との共通理解醸成・改善への協働等

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

をもとに再構成
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原子力小委員会 中間論点整理

①将来につながるサプライチェーンと人材・技術の維持・強化

ーセグメント毎の経営課題に即したきめ細やかな政策支援の展開

➢部品・素材の供給途絶対策

➢中小・小規模事業者等の事業承継支援

ープラント運転やものづくりの現場を支える人材育成と技術の次世代への継承

➢産業大の連携による現場人材の育成支援

➢デジタル技術活用による技術継承支援等

（４）原子力ものづくり基盤の強化と戦略的な市場獲得

・ 世界で原子力利用が伸張する中、各国は、研究開発への戦略的支援、国内市場での事業環境
整備の双方を進めながら、内外一体の市場獲得による産業の維持・強化を進めつつある。

・ 高い技術基盤を持っていた我が国はこうした動きから取り残され、国内のものづくり機会の減少、
従来の護送船団方式による海外プロジェクトの不調等に伴い、その優位性を失いつつあるのではな
いか。

→ 原子力産業を一括りにするのではなく、国内のサプライチェーンの各セグメントの課題に即した形で、
①将来につながるサプライチェーンと人材・技術の維持・強化、②海外市場の獲得に向けた官民
一体でのサポートを進めていく必要があるのではないか。

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

をもとに再構成
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原子力小委員会 中間論点整理

②競争力の維持・海外市場の獲得に向けた官民一体でのサポート

ー革新炉サプライヤによるチャレンジ等に対する政府主体での積極的な支援、産業大でのサポートの
抜本拡充

➢ プロジェクト参画を目指すコンソーシアム組成・政府間交渉による海外展開支援

➢ 海外ビジネス適合への支援（海外規格取得への支援等）

原子力ものづくり基盤の強化と戦略的な市場獲得（つづき）

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

をもとに再構成



１．再稼働への関係者の総力の結集

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設
①原子力小委員会・革新炉ワーキンググループでの議論
②開発・建設の必要性の検討
③今後議論していくべき論点

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化

57



原子力産業は多くのサプライチェーンを国内に保持

⚫ 原子力の技術は、技術導入の当初は海外からの輸入割合が高かったものの、1970年以降に営業運
転を開始した原発の多くで国産化率90％を超え、国内企業に技術が集積されている分野。

⚫ 原子力産業は、サプライチェーン（約1,000万個の部品点数）を国内に持ち、国内の発電所の安
定利用や経済・雇用等に貢献してきた。

原子力発電所の国産化率の推移

発電所
東海

(黒鉛炉)
美浜1号
(PWR)

高浜2号
(PWR)

玄海２号
(PWR)

柏崎刈羽5
(BWR)

柏崎刈羽7
(ABWR)

運転開始年 1966 1970 1975 1981 1990 1997

国産化率
（％）

35% 58% 90% 99% 99% 89%

（出典）原子力発電の効率化と産業政策 国産化と改良標準（RIETI）、電力会社HP
58

①原子力発電所の安定的な利用

②国内経済・雇用への裨益

③生産設備・製造技術の蓄積による産業の発展

④放射線管理技術の維持・向上

➢ 部品の調達先へのアクセスが確保されることで、迅速
かつ高品質なメンテナンスが継続的に受けられる。

➢ 為替や国際情勢による影響を受けずに、安定した価
格と納期で機器・部品等の調達を行える。

➢ 原子力産業は年間2兆円の収益と5万人規模の雇
用効果をもたらす。

➢ 発電所立地により、地域経済に貢献。

➢ 原子力機器・部素材の製造ラインや技能はクレーンや
シールドマシンといった大型機器や、火力等汽水発電
のタービン等と共通。

➢ 原子力機器生産に必要な厳格な検査のノウハウが半
導体等の精密機器事業に活用される例も。

原子力産業のサプライチェーンを国内に保持する意義

第3回革新炉WG
（令和4年7月1日）資料3



事業者名 発電所名 設置許可 着工

中国電力 島根 ③ H17.4 許可 H17.12（中断中）

電源開発 大間 ① H20.4 許可 H20.5（中断中）

東京電力
東通 ① H22.12 許可 H23.1（中断中）

東通 ② － ー

東北電力
東通 ② － －

浪江・小高① ー 計画断念

日本原電
敦賀 ③

H16.3 申請 －
敦賀 ④

中国電力
上関 ① H21.12 申請 －

上関 ② － －

九州電力 川内 ③ H23.1 申請 －

中部電力 浜岡 ⑥ － －

関西電力 美浜 ④ － －

震災前に国内で計画が進んでいたプロジェクト 計画されていた原発輸出プロジェクト案件の例

英国

➢日立GEは、英国内で建設計画を有するホライズン社を買

収。2020年代の運転開始を目指していた。（2012年）

➢ しかし、新型コロナ感染拡大等により投資環境の厳しさが

増したこと等からプロジェクト撤退を発表。（2020年9月）

トルコ

➢日・トルコ政府間協定で、建設が計画されているサイトに

おける日本の優先交渉権に合意。（2013年）

➢政府間協定を終了。（2021年6月）

ベトナム

➢建設予定の2サイトにおいて、日・露をパートナーに選定。

➢ しかし、国内財政事情悪化により計画中止を国会で決議。

➢他方で、計画再開時には日・露を優先的パートナーとする

ことを表明。（2016年）

原子力産業における環境の変化①

⚫ 国内では、進行・計画中の新設プロジェクトが震災で中断中。

⚫ 海外では、いくつかの輸出案件が計画されていたが、いずれも中止・終了。

⇒ 安全対策投資も土木投資等に偏る中、中核のサプライチェーンは売上途絶。
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原子力事業からの撤退

＜大手企業＞

• 川崎重工業（廃止措置、発電所の保守管理等）

• 住友金属工業、古河電気工業（燃料製造加工）

• 明電舎（DCモータ）

＜要素技術を持つ中核サプライヤ＞

• ジルコプロダクツ（燃料部材）

2017年廃業

⇒ BWR用燃料被覆管部材は国内で調達できない状況に

• 日本鋳鍛鋼（圧力容器、タービン等部材）

2020年廃業

⇒ 原子炉圧力容器部材の供給企業は国内残り1社に

原子力産業における環境の変化②

⚫ サプライヤは、現在は安全対策工事で事業を維持しているが、将来の事業見通しが立たない状況。

⚫ 要素技術を持つ中核サプライヤ等の撤退が相次いでおり、サプライチェーンの劣化が懸念される。

⚫ 国内で建設や製造の現場の空白期間が続くことによる技術・人材の維持は喫緊の課題。

原子力産業界の売り上げの推移

【出典】 原子力産業協会 原子力発電に係る産業動向調査2020報告書 60
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（令和4年3月28日）資料3



原子力に関わる人材（産業）

⚫ メーカーにおいては、原子力関連業務に従事する従業員数は震災以降減少傾向。特に、大型設備の
製造時に必要な溶接工・組立工・機械工などの高い技術を持つ技能職が大きく減少。

⚫ 原子力関連企業の就職説明会に参加する原子力系の学生はほぼ横ばいであるが、将来の原子力産
業の見通しが見えない中で、非原子力系の学生の参加は大きく減少。原子力関係の学科・
専攻（※）の数も減少傾向にある。 ※学科・専攻名に「原子力」が含まれる学科・専攻。

（出所）日本電機工業会資料より作成

55％（▲45％）

79％（▲21％）

83％（▲17％）

64％（▲36％）

2010年度比

原子力関係企業合同就職説明会の学生参加者数の推移

（出所）日本原子力産業協会資料より作成

原子力・エネルギー系
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第25回原子力小委員会
（令和4年3月28日）資料3
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原子力産業事業者の声

（出所）日本電機工業会からのヒアリングを基に資源エネルギー庁作成

⚫ 原子力産業の関連事業者からは、建設の空白期間の長期化による、技術・人材・サプライチェー
ンの脆弱化を懸念する声も。

⚫ 今後、原子力発電所の建設経験のある技術者は大幅に減少する見通し。

➢ わが国の国産化率90%を支える技術には新設業務で
しか継承できない技術がある。【ゼネコン】

➢ 日本でも、経験豊富な人材が時間とともに失われること
から、新設を認める政策決定までの空白期間が長くなる
ほど、技術力の回復には時間を要するだろう。【メーカー】

➢ 人材育成、技術開発、生産施設への適切な投資を
継続するためには、長期的な予見性のある政策やそれ
に基づく電気事業者による原子力発電所の建設や運
用計画が必要。【メーカー】

➢ わが国の原子力の知見と技術優位性を維持・強化す
るには、学生、若手技術者・研究者を育成し、彼らが
能力を発揮するためのプロジェクトが必要。【メーカー】

プラントメーカーにおけるプラント建設経験者数の推移サプライヤ、ゼネコンからの意見

（出所）第三回革新炉WG 日本原子力産業協会「アンケート調査と実務者聴取」より作成

➢ プラントメーカーにおける建設経験者は、2021年度
までの9年間で約4割減少。

➢ 2021年度時点で建設経験者の年齢層（約1700
人）は、51歳以上の比率が約半分を占める。
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ベラルーシ 建設中
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インド 建設中
（3基）

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｯｼｭ 建設中
（2基）

トルコ 建設中
（3基）

イラン 建設中
（1基）

＜両国の具体的な輸出案件＞

中国

パキスタン 建設中
（4基）

英国 仏国と
建設中
（2基）

アルゼンチン 計画中

サウジアラビア 応札
可能性

＜中国・ロシアの原子力発電所建設シェア＞

➢ 現在、世界で建設中・計画中のPWRのうち、

建設中については約60％、計画中のもので

約55%が中露の炉型。

➢ 中国はパキスタン、英国、アルゼンチン、

ロシアは東欧・中東諸国、で具体的なプロジェクトを実施。

➢ 加えて、様々な国との協力覚書等も締結。

55％

60％

※「その他」には、米国AP1000やフランスEPR、韓国APR1400等が含まれる

（出所）世界の原子力発電開発の動向2021（2021年1月1日時点）

を基に資源エネルギー庁作成

中露：現行炉型（軽水炉）で世界市場を席巻

⚫ 現行の炉型（軽水炉）による新設プロジェクトは、中国・ロシアに集中（いずれもPWR）。

⚫ 中国は英国・南米等、ロシアは東欧や中東等に対し、戦略的に輸出を働きかけ。
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【参考】主要国の原子力サプライヤ

構成機器 米国 英国 仏国 韓国 日本

エンジニアリング
Shaw Group

Bechtel
NNB GenCo

（EDFエナジーの子会社）
EDF KEPCO E&C

三菱重工業
日立GE
東芝ESS

燃料
Westinghouse

GE
Springfields Fuels Framatome

Korea Nuclear Fuel 
Company 

三菱原子燃料
GNFJ

原子燃料工業

濃縮
Lousiana Energy 

Services LLC
URENCO UK Orano 日本原燃

炉内構造物 Westinghouse
Framatome（旧Valinox）

Eiffage
Doosan

三菱重工業
日立GE
東芝ESS

原子炉容器 Framatome Doosan
三菱重工業

IHI

鍛造品
North American 

Forgemasters（※）
Sheffield Forgemasters

（※）
クルゾ・フォルジュ Doosan 日本製鋼所M&E

格納容器
・建屋

Bechtel
Newport News 

Industrial
Bylor Bouygues

GS E&C、SAMSUNG、
HYUNDAI E&C、DAEWOO

E&C、SK E&C、DAELIM E&C

三菱重工業
IHI

ポンプ

Curtiss-Wright
Hayward Tyler

Gardner Davis Nash
Flowserve
SPX FLOW

Selwood
Framatome

アルストム・パワーシステムズ

Doosan
CW-Hydro

HYOSUNG GOODSPRINGS

三菱重工業
日立GE
東芝ESS

荏原製作所
関水社

バルブ

Georgia Transformer
Enertech

Crane Nuclear
Chromalox Inc.

IMI Critical Engineering 

アルストム・パワーシステムズ
Daher

Valco（旧Guichon Valves）
Velan

Doosan
PK Valve
Samshin

TVE
岡野バルブ
平田バルブ

蒸気発生器
Framatome

Valinox Nucleaire
Doosan 三菱重工業

蒸気タービン アルストム・パワーシステムズ Doosan
三菱重工業
東芝ESS

⚫ 日本は主要国の中で、仏韓に匹敵する広い範囲で強固なサプライチェーンを温存。

※米英の鍛造品メーカーは300t以上の重量の大型インゴット加工設備を所有していない 64出所：各国公表資料、ヒアリング等を基に資源エネルギー庁作成

第3回革新炉WG
（令和4年7月1日）資料3



１．再稼働への関係者の総力の結集

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設
①原子力小委員会・革新炉ワーキンググループでの議論
②開発・建設の必要性の検討
③今後議論していくべき論点

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化
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（第29回原子力小委員会）

＜ロードマップの策定＞

⚫ 研究開発について、何のために行うか、いつ頃までの導入を目指すのか、目標を明確にすることが重要、開発の目
的、目標などをしっかりと議論し次のエネルギー基本計画に反映させるべき。

⚫ これまでの新型炉開発や輸出プロジェクトは失敗してきており、原発推進という戦略目標自体が誤っているのではない
か。過去の失敗に立ち直った検討が必要。

＜規制当局との対話等による共通理解の醸成＞

⚫ 新規技術の導入にあたり、規制についても今の段階から作成していくことが望ましい、どんな記載にするのか、特に
安全規制についてはあらかじめ用意することも考えられる。

＜具体的プロジェクトに沿った実効的な研究開発態勢の構築＞

⚫ グリーン成長戦略で原子力が重要分野に指定されているが、他産業に比べて基金による支援と後押しする政策が
控えめ。

⚫ 国際プロジェクトに参加する中で高技術の維持・発展は必要。革新炉への期待は、各国、社会構造や産業構造を
反映し微妙に異なり、革新炉のポテンシャルも炉型に依拠しているため、これまでのR＆Dの成果を踏まえたリソース
配分の具体的議論が必要。
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原子力小委員会におけるこれまでの議論概要（次世代革新炉）①



（第29回原子力小委員会）

＜国の政策措置＞

⚫ 海外での取組も踏まえ、ロードマップや技術ゴールの共有、法的な枠組みによる予見性の確保が重要。

⚫ 原子力システム開発のリードタイムを考えれば2050年はそんなに先でない、政策の持続性や予見性、規制環境の
整理が必要。

⚫ 原子力の活用と投資回収の在り方に予見性を担保するような事業環境整備等の非予算措置も重要であり後押
しの政策動員を早期に検討すべき。

＜将来に繋がるサプライチェーンと人材・技術の維持・強化＞

⚫ 技術、人材、産業基盤などサプライチェーンの維持強化は今あるプラントの運転や管理とも深く関係した立地地域
の安全に直結する重要な課題。既設炉の安全安定運転に向けた技術・人材確保策について議論が必要。

⚫ 革新炉技術開発、その進展に不可欠な人材の維持・確保は重要な課題。社会実装には一定時間を要するため、
サプライチェーン維持の観点から、プルーブンな技術である既設軽水炉の活用の視点が重要。

⚫ 人材サプライチェーンは気が付くと劣化していくといったもので、失われると本当に将来困るというものは、やはり明確に
して適切な維持をする仕組みがいる。

＜海外市場の獲得に向けた官民一体でのサポート＞

⚫ 国際連携を図り、グローバル市場開拓をすることが日本の原子力産業維持のために重要、経営判断要素のために
も、規制当局と連携して制度設計を進めるべき。
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今後検討すべき対応の方向性（次世代革新炉）①

➢ 将来のエネルギー供給の選択肢確保に向けて、人材・技術、サプライチェーンを維持して

いく上での時間的な猶予が無くなりつつあることを踏まえ、この段階で、次世代革新炉の

開発・建設についての政策の方向性を改めて検討していくべきではないか。

➢ 次世代革新炉の開発・建設を検討していく場合、政府や産業界など、関係者が取り組

んでいくべき内容や、その実施時期の見通しについて、具体化を検討していくべきでは

ないか。

⚫ 将来に向けた予見可能性の確保

➢ 次世代革新炉の開発・建設における検討の大前提として、東京電力福島第一原子力

発電所事故の最大の教訓である「安全神話からの脱却」を確かなものとするため、様々

なリスクに備えた多重的な安全機構等の新たなメカニズムを検討していくべきではない

か。

⚫ 安全性向上の不断の追求



今後検討すべき対応の方向性（次世代革新炉）②

➢ 革新炉WG中間骨子案では、「研究開発を行っていく上での目標時期」としての技術ロー

ドマップを示したところ。次世代革新炉の開発・建設を検討していくに当たっては、改めて本

ロードマップがその趣旨に照らして妥当なものであるかを再確認していく必要があるので

はないか。

➢ その際、実験・実証段階にある小型軽水炉・高速炉・高温ガス炉については、過去の開

発の教訓を踏まえたものとなっているか、検討をしていく必要があるのではないか。

➢ 現在、技術的成熟度が高い革新軽水炉については、メーカー・原子力事業者が建設を

行っていくための事業環境整備を進めていくべきではないか。

⚫ 開発・建設に向けた態勢整備

➢ 今後、次世代革新炉の開発・建設のプロジェクトを具体化していくに当たっては、立地地

域の理解を得て進めていくことが大前提。そのため、事業者・国には、まず何よりも、組織

マネジメントの向上や、新たな安全メカニズムの取り込み等、安全性の確保に向けた成果

をソフト・ハードの両面で実現していくことが求められるのではないか。

➢ その上で、プロジェクトの具体化に向けては、広範なステークホルダーに対する理解確保

の取組のさらなる強化が必要ではないか。

⚫ 立地地域をはじめとする国民理解の確保
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１．再稼働への関係者の総力の結集

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化
①再処理
②廃炉
③最終処分
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原子力小委員会 中間論点整理

（１）原子力の開発・利用に当たっての「基本原則」の再確認（続き）

③国・事業者が満たすべき条件

ー規制に止まらない安全追求・地域貢献と、オープンな形での不断の問い直し

➢ 立地地域をはじめとする関係者との双方向・持続的やりとりによる改善

ー安全向上に取り組んでいく技術・人材の維持・強化、必要なリソースの確保

ーバックエンド問題等、全国的な課題において前面に立つべき国の責務遂行

ー関係者が価値の実現に向けて取り組むために必要となる国の政策措置

➢ 研究開発・利用に係る予見性確保

➢ 立地地域はじめ国民の理解確保への取組 等

ー官民の関係者による取組全体の整合性を確保していくための枠組みの検討

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

（抜粋）
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原子力小委員会 中間論点整理

③バックエンド事業に関する不確実性の払拭に向けた環境整備

ー市場・規制など制度の最適化に向けた、官民でのコミュニケーション強化と改善の推進

➢ クリアランス物利用の促進等、国際動向も踏まえた規制対話を含む官民の取組強化

➢ 事業運営等に係る費用の着実な回収に向けた制度検討 等

ー廃止措置等の着実な実施・円滑化に向けた環境整備

➢ 我が国全体での計画性・整合性の確保

➢ 必要な資金を確保するための方策検討 等

ー最終処分等をはじめとする国の責務の明確化（国が前面に立って取り組むべき全国的課題）

➢ 高レベル放射性廃棄物の最終処分施設の立地に向けた全国での理解確保の取組

➢ 貯蔵・処理・処分等の立地・運営に向けた事業者への支援や関係者との調整 等

（３）産業界の能動的な取組に向けた予見性の向上（続き）

第30回原子力小委員会
（令和4年8月25日）資料4

（抜粋）



１．再稼働への関係者の総力の結集

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化
①再処理
②廃炉
③最終処分
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（第26回・第29回原子力小委員会）

⚫ 再処理・MOXについては資源の価値、廃棄物処分への負荷の低減、将来の戦略的な幅を広げる意味でもサ
イクルは重要。

⚫ サイクルは資源エネルギーの価格高騰への対処、脱炭素、脱ロシア依存の観点から有用。中長期的なエネル
ギー安全保障にサイクルがどう貢献するのか、関与を示すことが重要。

⚫ サイクルの中核を担う再処理施設の着実な稼働が、サイクル政策全体への国民の信頼につながる。国がこれま
で以上に前面に立ち、規制当局を含め政府全体で、早期竣工に向けた審査対応や理解活動等の取組みを
進めるべき。

⚫ 時間的ファクターを考慮した大きな流れを早期に決めると、軽水炉を使ったマルチサイクルを進める価値があるの
かなど多くの付属的課題が見えてくる。

⚫ サイクル施設の長期計画策定のためには、原子炉施設としてどのような炉型の原子炉をいつ、何基導入するのか
という計画を明示する必要がある。そのうえで、使用済燃料の直接処分も選択肢に含めたサイクル施設全体の
計画を検討すべき。

⚫ 使用済燃料対策について、国が、目に見える形で前面に立って事業者間の連携をリードし、一日も早く成果を
示すべき。

⚫ 乾式貯蔵の安全性等について、世論の理解を一層深めるべき。

⚫ 使用済MOXの再処理についてはマイナーアクチノイド分離などいろいろ課題があるが、安全を心がけて欲しい。

⚫ プルトニウムについて、特に米国との協議を深めながら、安全に利用している旨発信が必要。

⚫ 海外プルトニウムの削減が急務。プルサーマルを行って利用を促進していくべき。

⚫ プルトニウムバランスは国際社会との約束であり、信義の観点から重要。

74

原子力小委員会におけるこれまでの議論概要（再処理）



再処理に関する課題整理及び今後検討すべき対応の方向性

●課題認識

⚫ 再処理・MOX

➢ 安全確保を最優先とした竣工

⚫ 使用済燃料対策

➢ 更なる貯蔵容量の拡大

➢ 地元理解・国民理解の確保

➢ 使用済MOX燃料再処理の早期実用化

⚫ プルトニウムバランスの確保

➢ プルトニウムの回収（再処理）と利用（プルサーマル）の適切な管理

➢ プルサーマルの加速と海外Pu保有量の削減

●今後検討すべき対応の方向性
⚫ 再処理・MOX

➢ 審査対応・安全対策工事等に関する日本原燃による取組強化

➢ 日本原燃に対する電力大の人的支援等の強化

⚫ 使用済燃料対策

➢ 貯蔵容量拡大や理解確保に向けた個社の最大限の取組強化、電力大の連携・協力の具体化

➢ 国が前面に立った主体的な対応

➢ （地元理解・国民理解に向けた最大限の努力、官民連携の枠組みを活用した工程管理等）

➢ 使用済MOX燃料再処理技術の早期確立に向けた研究開発の加速

⚫ プルトニウムバランスの確保

➢ 再処理事業の円滑な竣工や再稼働・プルサーマルに向けた事業者の取組強化

➢ 地元理解に向けた官民の取組強化

➢ 国内外のPu保有量削減に向けた事業者連携の具体化 75



六ヶ所再処理工場の竣工に向けた進捗状況

✓ 日本原燃の「六ヶ所再処理工場の竣工時期見直し」（※9/7日本原燃臨時記者会見）

再処理工場の2022年度上期の竣工時期について、見直すこととしました。竣工時期については、（中略）審査の状況を見極めて、

年内に公表したいと考えております。（中略）残る工事には、（中略）審査を踏まえ新たに追加した地下水排水設備や北換気塔の耐

震補強工事等があります。これらは、いずれも2022年内には終了する計画で進めています。

✓ 電事連の「サイクル推進タスクフォース設置」（※9/7電事連プレスリリース）

電事連は、日本原燃の再処理工場及びMOX燃料工場に

係る設計及び工事の計画の審査等において、技術面および

マネジメント面に関する課題への支援をより一層強化するため、

本日、「サイクル推進タスクフォース」を設置しました。

（中略）電事連としても、（中略）早期竣工と

確実な審査対応に向け日本原燃をオールジャパン体制で

支援してまいります。

⚫ 9月7日に、日本原燃から六ヶ所再処理工場の竣工時期を見直すことを公表し、①年内に、現時点で必要と考えて

いる安全対策工事を概ね終了、②安全審査の進捗を見極めて、年内に竣工目標時期を公表、する旨を発表。

⚫ また、同日に電事連からは、「サイクル推進タスクフォース」を新たに設置する旨を発表。安全審査への的確な対応と

早期竣工に向けて、日本原燃が安全審査に対応する上での技術面及びマネジメント面の課題について、支援をより

一層強化することを表明したところであり、早期竣工に向けた取組を加速していく。

⚫ また、日本原燃は、規制委員会で進められている審査効率化の取組と合わせ、規制当局とより緊密なコミュニケー

ション図ることなどにより、安全審査への対応を迅速化していくよう取り組む。
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発電所内・使用済燃料プール

使用済燃料の貯蔵能力拡大に係る取組

77

リサイクル燃料備蓄センター（むつ中間貯蔵）

⚫ 使用済燃料の貯蔵能力の拡大は、対応の柔軟性を高め、中長期的なエネルギー安全保障に資するもの。このため、

国と電気事業連合会で設置した「使用済燃料対策推進協議会」を活用し、取組を加速。
⚫ 「使用済燃料対策推進計画」（2021年5月）に基づいて、事業者間の連携を一層強化し、取組を着実に推進。

国としても、こうした使用済燃料対策について、前面に立って主体的に対応。

東海第二発電所の乾式貯蔵施設



⚫ 「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方」を踏まえ、プルトニウムバランスを確保するため、

① プルサーマル計画・プルトニウム利用計画に基づき、国内外のプルトニウム利用を加速するとともに、

② 再処理等拠出金法の枠組みに基づき、経済産業大臣がプルトニウムの回収と利用をバランスさせる。

⚫ このため、プルサーマルに対する地元理解に向けた官民の取組を強化するとともに、事業者間の連携・
協力により、海外のプルトニウム利用を促進する。

プルトニウムバランスの確保に向けた取組

78

プルサーマル計画
（2020.12.17 電気事業連合会／概要）

➢地元のご理解を前提に、稼

働する全ての原子炉を対象

に一基でも多くプルサーマル

が導入できるよう検討

➢2030年度までに、少なくと

も12基の原子炉でプルサー

マル

➢事業者間の連携・協力等に

より、国内外のプルトニウム

利用の促進・保有量の削減

を進める



１．再稼働への関係者の総力の結集

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化
①再処理
②廃炉
③最終処分
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（第27回原子力小委員会）

⚫ 廃止措置の着実な実施は、国民の原子力に対する信頼向上と今後の原子力の継続的な活用に不可欠。
事業者間連携・廃炉実務・資金確保、それぞれの課題について着実に対応すべき。

⚫ 原子力事業者のみが廃炉の責任主体である日本の体制は、着実・安全な廃炉に向けては不十分。

⚫ 安定的に廃炉資金を確保するための方策について、先行する海外事例を参考に検討することは喫緊の課題。

⚫ 廃炉資金を透明性をもって着実に確保するためには、米英のように外部基金を作り、第三者もチェック機能が
働く仕組みに移行することも考えられるではないか。資金確保は事業者が責任をもって行うべき。

⚫ 廃炉費用の分配について深掘りするような時期に来ている。重要な視点の一つは、廃炉をどう公益的課題として
位置付けるのか。想定される制度設計の利害・得失を整理して社会に示すことが重要。

⚫ 低レベル放射性廃棄物の処分が目に見える課題となってきている。日本でも他国のように国の関与を強めて課
題解決を図るべき。

⚫ クリアランス推定物の集中処理を行うリサイクルビジネスの実現を目指しているが、検認前の集中処理の規制と
国民理解が課題。国は、合理的な規制基準を設けるとともに、国民理解の着実な促進に努めてほしい。

⚫ リスクレベルに応じた規制のあり方も考慮の余地がある。IAEA等海外の知見も活用して規制当局との対話を
進めてほしい。

⚫ 放射性廃棄物は発生国での処分が原則。大型機器の輸出制度見直しは大きな転換なので熟考が必要。過
去も廃棄物輸出が環境問題になってきた。放射性廃棄物の輸出の必要性自体が問われるべき。
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原子力小委員会におけるこれまでの議論概要（廃炉）



廃炉に関する課題整理及び今後検討すべき対応の方向性

●課題認識
• 日本では、18基（１F除く）が既に廃炉決定済みであり、 2020年代半ば以降に原子炉等の解体が
本格化する見通し。

• 廃炉プロセスが本格化していく中でも、我が国全体で着実かつ効率的に廃炉を進めていくために
は、事業者間の連携を推進する必要。

• 着実に廃炉を進めていくためには、廃炉に必要な資金を確保する方策についても検討する必要。

• さらには、低レベル放射性廃棄物の適切な処理・処分や、クリアランス金属の再利用先拡大と
いった課題への対応が必要。

●今後検討すべき対応の方向性

⚫ 我が国全体の廃炉を着実かつ効率的に実施していくため、以下のような機能を担う体制を整備

➢ 日本全体の廃炉の統括・マネジメント

➢ 共通課題への対応（研究開発、共用設備等の調達、地域理解の増進等）

➢ 必要な資金の確保・管理・支弁

※ 制度措置の詳細は、廃炉等円滑化WGにおいて議論中
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⚫ 今後、原発の廃止措置プロセスが本格化していくこと等を踏まえ、2022年７月から「廃炉等円滑化
ワーキンググループ（WG）」を開催。通常炉の廃止措置を効率的かつ着実に実施するための課題
を整理し、課題解決に必要な事業体制や資金確保のあり方等を検討中。

【参考】廃炉等円滑化ワーキンググループ

座長 山内 弘隆 武蔵野大学経営学部 特任教授

委員 井口 幸弘 福井大学 附属国際原子力工学研究所 特命教授

五十川 大也 大阪公立大学経済学研究科 准教授

織 朱實 上智大学地球環境学研究科 教授

斉藤 拓巳 東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 准教授

曽我 美紀子 西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士

服部 徹 電力中央研究所 社会経済研究所副所長

樋野 智也 有限責任監査法人トーマツ パートナー

又吉 由香 三井住友信託銀行株式会社 ESGソリューション企画推進部 主管

村上 千里 （公社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 理事

WG委員名簿

開催実績

第１回（7/27）
➢ 廃止措置を円滑かつ効率的に進めるために構築するべき体制、必要な資金を確保する方策、その他廃

止措置を着実に進めていくために対応すべき課題等の論点について議論

第２回（8/31）
➢ 第１回の議論を踏まえ、①実施体制、②共通課題への対応、③資金の確実な確保の３つの点に関する

対応の方向性について議論
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【参考】着実かつ効率的な廃止措置の実現に向けた検討

⚫ 第２回WGにおいて議論を行った制度措置（案）は以下のとおりであり、今後、これまでの議論を
踏まえて、WGとしての論点の中間整理を行う予定。

➢ 着実かつ効率的な廃止措置の実現に向けて、廃止措置に関する知見・ノウハウを集積し、我
が国全体の廃止措置を円滑化するための事業を実施する認可法人を設置する。

➢ 同法人は、我が国全体の廃止措置の統括・マネジメント機能を担うとともに、安全かつ効率的
な廃止措置に向けた研究開発、地域理解の増進、更には廃止措置に必要な資金の確保及
び支弁等の事業を実施する。

➢ 原子力事業者は、同法人の運営に必要な資金を拠出金として納付する。

認可法人

廃止措置
事業

⚫日本全体の廃止措置の統括・マネジメント

⚫共通課題への対応
（研究開発、共用設備等の調達、地域理解の増進等）

⚫廃止措置に必要な資金の確保・管理・支弁

廃止措置
事業

原子力事業者原子力事業者 廃止措置
事業

原子力事業者

￥

国
設立等認可

￥ ￥

第２回廃炉等円滑化WG
（令和4年8月31日）資料5

（抜粋・見出し等編集）



１．再稼働への関係者の総力の結集

２．運転期間の延長など既設原発の最大限活用

３．次世代革新炉の開発・建設

４．再処理・廃炉・最終処分のプロセス加速化
①再処理
②廃炉
③最終処分
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⚫ 最終処分については、避けては通れない課題であり、国民全体の問題として解決すべきものと認識。調査に協
力する地域が批判されることがないよう、電力消費地を含めて、 国が責任を持って理解増進に取り組むべき。

⚫ 最終処分に関する国民的な認知が十分でない印象。広く知ってもらうための一層の工夫が必要。

⚫ そもそも、日本は“ゴミ”に対する意識・認識が希薄。処分事業については、北海道以外の地域からも調査に協
力してもらい、国民全体で理解を深めていくべき。

⚫ 最終処分は優先度の高い課題であり、事業者が取り組みを進めるべきことは言うまでもないが、最終処分地の
選定に向けては、国の果たす役割が極めて大きい。スピード感をもって取り組むとともに、原子力利用に対する
国民理解の醸成に向けて、より多くの地域・国民との対話を積み重ねていくべき。

⚫ 処分事業は長期事業であるため、将来世代への責任をどう考えるかがポイント。現世代で合理的な決断がな
されているか、という視点が重要。

⚫ 地層処分場は電力の安定供給のためにも重要であり、文献調査に協力いただいている２自治体に感謝。

⚫ 地層処分に係る技術開発は、その分野が非常に多岐にわたる。この安全性評価に当たっ ては、分野横断的に
見ることができる技術人材が必要。そうした観点から、共同研究に若手を巻き込むなどして、長期的な視点で人
材確保を進めることが重要。

⚫ 最終処分に関する地域との対話については、スウェーデンやフィンランドなどの先行する海外事例を参考にする
他、彼らと交流をすることで更に理解を深めていくこともできると思う。

⚫ 「対話の場」の事務局がNUMO と自治体では、市民は、議論が推進に誘導されてしまうのでは、という疑念
が払しょくできない。また、メンバーに女性や若者が少ないとも聞く。中立性の担保の観点からは、ファシリテーター
の存在だけでは不十分であり、実施主体を第三者機関とし、制度で担保することが必要。
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原子力小委員会におけるこれまでの議論概要（最終処分）



最終処分に関するこれまでの取組

●これまでの主な取組（１／２）
（全国対話活動）

• 「科学的特性マップ」公表以降（2017年７月～）、国とNUMOは、全国約150カ所での説明会を実施。

• 最終処分をより深く知りたいと考える関心グループ（経済団体、大学・教育関係者、NPO等）は、全国で
約110にまで拡大。若年層による勉強会、SNSによる活動発信等も実施。

（文献調査）

• 2020年11月から、北海道 寿都町・神恵内村でNUMOが文献調査を実施中。2021年４月からは「対
話の場」を立ち上げる（寿都町：12回、神恵内村：９回）など、地域での対話活動を実施。

• また、本年9月6日の「放射性廃棄物WG」では、NUMOによる文献調査について、透明性あるプロセスで丁
寧に評価していく観点から、「地層処分技術WG」の再始動を決定。

• 全国のできるだけ多くの地域で文献調査を受け入れていただくべく、対話活動等に取り組んでいるところ。

北海道・東北
⚫ 若者と地層処分を学ぶ会（東北）
⚫ 北海道大学 放射性廃棄物処分

勉強会
⚫ 放射線教育プロジェクト
⚫ エネフィーメール21
⚫ Climate Youth Japan
⚫ 紫陽花の会 なとわ
⚫ 尚絅学院大学 総合人間科学部

環境構想学科

関東
⚫ BENTON SCHOOL
⚫ 特定非営利活動法人

女性技術士の会
⚫ 特定非営利活動法人

放射線線量解析ネットワーク
(RADONet)

⚫ 学術フォーラム・多価値化の
世紀と原子力

⚫ 東京当別会 有志の会
⚫ 翔友有志の会
⚫ 東京私立初等学校協会

社会科研究部
⚫ 慶應技術士会
⚫ 若者と地層処分を考える会
⚫ 若者と地層処分を学ぶ会
⚫ 環境教育支援ネットワーク きづき
⚫ 日本保健物理学会学友会
⚫ 西那須野商工会
⚫ 特定非営利活動法人 地球感
⚫ 一般社団法人 柏崎青年会議所
⚫ 山梨県消費生活研究会

連絡協議会
⚫ なでしこ会
⚫ 核兵器廃絶・平和建設国民会議

「KAKKIN 栃木」

⚫ びさい消費者の会
⚫ 岐阜工業高等専門学校
⚫ 愛知県教育関係者
⚫ 特定非営利活動法人 放射線環境・安全カウンシル
⚫ 東海・北陸・近畿地区における高専教職員の地層処分事

業勉強会
⚫ 三重大学教育学部 技術・ものづくり教育講座

電気工学研究室
⚫ みえ防災コーディネーター津ブロック
⚫ エネルギーミライズ
⚫ 一般社団法人 環境創造研究センター

中部

⚫ 大阪市環境経営推進協議会
⚫ 洲本交通安全協会
⚫ 生活者の視点で原子炉を考える会
⚫ 公益社団法人 兵庫工業会
⚫ 特定非営利活動法人 NUSPA
⚫ 近畿大学 原子力研究所

第３研究室
⚫ 和歌山ゴールドライオンズクラブ
⚫ 特定非営利活動法人

シンビオ社会研究会
⚫ 伊都・橋本地球温暖化対策協議会
⚫ 京都府立鴨沂高等学校
⚫ 原発のごみ処分を考える会
⚫ 福井県原子力平和利用協議会

敦賀支部
⚫ 高浜町原子力発電関連勉強会
⚫ スマートエネルギー福井会
⚫ 若狭高浜クラブ
⚫ きのこと星の町おおいネットワーク
⚫ 原子力国民会議福井支部
⚫ 福井県立敦賀高等学校
⚫ 福井県女性エネの会

中国・四国
⚫ 山陰エネルギー環境教育

研究会
⚫ 山口県地域消費者団体

連絡協議会
⚫ 松江エネルギー研究会
⚫ 豊田くらしの会
⚫ La vie
⚫ 環境とエネルギーを考える

消費者の会(えこはーもにぃ)
⚫ 山口エナジー探偵団
⚫ 愛媛県立東予高等学校
⚫ 松江高専専攻科有志
⚫ 山口県商工会議所連合会
⚫ 出雲商工会議所 工業部会
⚫ 鳥取実業倶楽部
⚫ エネルギー問題勉強会
⚫ ものづくり愛好会(香川高専)
⚫ つわぶき友の会
⚫ 鴨島電気工事協同組合
⚫ えひめエネルギーの会
⚫ えひめ消費生活センター友の会

松山支部

九州・沖縄
⚫ 沖縄エネルギー環境教育研究会
⚫ 科学技術コミュニケーション研究所もっと知りもっと語る会
⚫ 「電気のゴミ」ワークショップ
⚫ 九州原子力会議
⚫ 宮崎大学学生地層処分事業勉強会
⚫ NPO法人 みやざき技術士の会
⚫ 宮崎県地域エネルギー環境教育ネットワーク推進会議
⚫ 神松寺社会問題研究会
⚫ KAKKIN鹿児島エネルギー研修会

近畿

2021年12月時点

⚫ 北海道大学大学院
農学研究院作物栄
養学研究室

⚫ 北海道函館工業高
等学校

⚫ 能代の地域振興を考
える有志の会

⚫ 埼玉県電気工事工
業組合

⚫ 横浜エネルギー政策
懇話会

⚫ 日本原子力学会学
生連絡会

⚫ NPO法人 あすかエ
ネルギーフォーラム

⚫ 静岡大学 社会合
意形成研究会

⚫ 特定非営利活動法
人 アースライフネット
ワーク

⚫ 神奈川県放射線友
の会

⚫ 藤枝市ニューロンの
会

⚫ 島田市３Sの会

⚫ 香川大学創造工学部
長谷川研究室

⚫ 核兵器廃絶・平和建
設香川県民会議

⚫ KAKKIN愛媛
⚫ 丸亀商工会議所

正副会頭会
⚫ 未来型科学教育

研究会

＜関心グループの全国的な拡がり＞ ＜有志の学生によるYouTube動画の例＞ ＜寿都町・神恵内村＞

86



最終処分に関するこれまでの取組

●これまでの主な取組（２／２）
（技術開発）

• NUMOのリーダーシップの下、将来的な技術課題を網羅的に整理のうえ、「地層処分研究開発に関する全
体計画」の改訂に向け、研究会（国、NUMO、JAEA、外部有識者等）で議論中。

（国際協力）

• 最終処分国際ラウンドテーブルを立ち上げ、２度開催（2019年10月、2020年２月）。各国の対話
活動のベストプラクティス、各国が有する研究施設等を活用した研究開発協力の方向性等を盛
り込んだ最終報告書をとりまとめ。

＜「地層処分研究開発に関する全体計画」に関する
研究会（「地層処分研究開発調整会議」）の概要＞

• 地層処分の研究開発等における、関係行政機関等の間
の一層の連携強化等の観点から、設置されたもの。

• 研究開発の対象としては、高レベル放射性廃棄物の地
層処分、TRU廃棄物の地層処分等とし、主に以下に取
り組む。

①研究開発全体計画の策定
②研究開発の連携に関する調整
③成果の体系化に向けた調整
④研究開発の重複排除の調整

• 国、NUMO、JAEA等関係機関を構成員とし、外部有識
者による議論・審議もいただく。

＜最終処分国際ラウンドテーブルの概要＞
日時：【第一回】2019年10月14日

【第二回】2020年2月7日（於：パリ）
参加者：14カ国の政府高官、OECD/NEA・IAEAの代表者
主な議題：
✓各国の理解活動における経験・知見の共有
✓各国研究施設間の研究協力や人材交流の促進の在り方
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最終処分に関する課題認識

●課題認識

• 最終処分の実現のためには、文献調査の実施地域の拡大に向けた取組
が必要。自治体による調査受け入れには、それを支える地域/全国の
理解が必要不可欠。

• しかしながら、最終処分は必ず解決しなければならない課題であり、
その実現は社会全体の利益であるとの認識が全国的に十分拡がってい
ないのではないか。結果として、本事業に貢献する地域への敬意や感
謝の念が社会的に共有化されていないのではないか。

• この際、事業を推進していく上では、これまで以上に国が前面に立っ
た取組が必要であると同時に、NUMO・事業者の機能・取組もより
一層強化していくべきではないか。

• さらに、最終処分は国際的な共通課題として、諸外国との交流・連携
を進めるべきではないか。
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最終処分に関する今後検討すべき対応の方向性

●今後検討すべき対応の方向性

国主導の
理解活動

• 自治体向けの情報提供等の強化

- 国から全自治体へ最新情報の提供等（複数の自治体が参加する説明会等の
場の活用、自治体側の問題意識等も聴取、理解状況に応じて個別の働きか
け強化）

- 国主催の勉強会・交流会（首長の理解促進、関心事項への対応策の検討）

• 最終処分事業に関心を持つ自治体等を対象に、NUMO・事業者と連携した、
情報提供や視察、学習等の支援

• 全国向けの情報発信の強化

NUMO・事業者
の機能・取組強化

• 最終処分事業に関心を持つ自治体等を対象に、国と連携した、情報提供や視
察、学習等の支援

• NUMOの技術基盤強化（横断的な地質情報の収集機能強化 等）

• 事業者による地域に根ざした理解活動の推進、NUMOとの連携強化

国際協力

• 原子力利用国や国際機関との交流・連携強化（処分場立地地域との交流、国
際WS等）

• NUMOと他国の処分事業主体との共同研究、人材交流の推進

自治体の検討の土台をしっかりと整えることで、文献調査の実施地域の拡大につなげ、
最終処分の実現に向けたプロセスを加速化させる。
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